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整備箇所数：推計２９，０００箇所 
（箇所数は調査中） 

地域ＩｏＴ実装推進ロードマップの全体像 

クラウド上の教材等を 
利活用可能な学校：１００％ 

地
域
経
済
の
活
性
化
、
地
域
課
題
の
解
決
に
よ
る「
地
域
経
済
と
地
方
創
生
の
好
循
環
」 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

翻訳システム 
導入機関数：１００ 

システム実装地域数： 
３００ 

テストベッド整備数：１０ 
テストベッド利用者数：１００ 

実装医療圏数： 
15程度（2017）～順次拡大（2020） 

患者数：実装医療圏人口の5% 

実装主体数：８０団体 
利用者数：３０万人 

明確化するルールの数：２０ 
参照モデルの実装数：５０ 

実証実験の結果を踏まえ検討 

実証フェーズ 実装フェーズ 

クラウド上の教材・地域人材等
を活用したプログラミング教育
を実施可能な学校：１００％ 

普及展開 

普及展開 

観光クラウドの優良事例の創出・成功モデルの普及展開 

クラウド型医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）の高度化・実装 

ICT環境等の整備促進 

社会実装に向けた取組の推進 

普及展開 

モデルの地域実装、ルールの整備、働きかけ等 

実践的サイバー防御演習 

スマート農業・林業・漁業モデルの優良事例の創出・成功モデルの普及展開 

学習系システム標準化 
ガイドブック発行 

校務系・学習系クラウド間の連携実証・標準化 

個人の医療・介護・健康情報を時系列的に管理できるPHRの実
現に向けたアプリケーション及びプラットフォームの開発 

 
農業情報に関する 
ガイドラインの策定 
 

共通クラウド基盤の構築・機能拡大、地域実証 

多言語音声翻訳技術の研究開発・技術実証 

 ＩｏＴサービス創出のための地域実証を通じた参照モデル構築、ルール明確化等  

大規模実証・改善 

Ｗｉ－Ｆｉ整備計画の策定 

世界に先駆け５Ｇ実現 
５Gシステム総合実証試験 

５G 
実現 

教 育 

働き方 

地域ＩｏＴ 
分野別モデル 項  目 

ネットワーク 

観 光 おもてなしクラウド 

観光クラウド 

多言語音声翻訳 

農林 
水産業 

ＩｏＴ基盤 

セキュリティ 

参照モデル構築・ルール整備等 

ＩｏＴテストベッドの整備・供用、新たな電気通信技術の開発・実証    
テストベッド 

地域 
ビジネス 

地  

域  

の  

生  

活  

に  

身  

近  

な  

分  

野  

医 療 
介 護 
健 康  

医療情報連携 
ネットワーク（ＥＨＲ） 

利活用ルール 

スマート農業・ 
林業・漁業モデル 

教育クラウド・ 
プラットフォーム 

プログラミング 
教育 

課
題 

効
果 

医
療
費
増
大 

高
齢
化
の
進
展 

医
療
費
適
正
化 

健
康
寿
命
延
伸 

地域で活動する企業におけるICT端末・
サービスの利活用状況を全国区に展開 

する企業と同程度まで引き上げ 
地域ビジネス活性化モデルの優良事例の創出・成功モデルの普及展開 

地域ビジネス 
活性化モデル 

 

域
外
売
上
増 

生
産
性
向
上 

 

観
光
消
費
増
加 

観
光
客
増
加 

人
材
の
育
成 

次
代
を
担
う 

・
格
差
是
正 

教
育
の
質
的
向
上 

労
働
力
不
足 

人
口
減
少 

商
店
街
の
衰
退 

地
域
内
売
上
減
少 

 

受
入
環
境
の
整
備 

地
域
の
観
光
情
報
発
信 

ポイント導入自治体数： 
１，３０３ 

普及展開 マイキー 
プラットフォーム 

システム実装・地域実証 売
上
増

商
店
街

地
域 

 

の
技
術
継
承 

新
規
就
農
者
へ 

  

・
高
齢
化 

担
い
手
の
減
少 

人
手
の
確
保 

生
産
性
向
上
・ 

軽
労
化
・
省
力
化 

官民コンソーシアムによる教材開発・指導者育成等の推進、ＩＣＴ環境等の整備促進 

I
C
T
環
境
の
不
備
 

教
材
・
指
導
者
・
 

・
教
育
格
差
 

社
会
変
化
へ
の
対
応
 

関係制度整備等 

関係省庁と連携したガイドラインの検証・全国普及 

システム実装団体数：１５０ 

５G研究開発、標準化活動、連携団体の活動支援 

公共的な防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ整備の推進、 
整備計画の更新 

地域実証 

運用都道府県数：全都道府県 
情報伝達者数：１，０００ 

高度化実装都道府県数：１５ 高度化システムの普及展開 

20１８年度末を目途に全国運用開始、情報伝達者の参加促進、情報内容の拡充、平時の体制強化 

災害情報の視覚化、多様なメディアとの連携 防 災 
Ｌアラート 

Ｇ空間防災システム 

 

収
集
・
判
断
・
伝
達 

迅
速
・
確
実
な 

災
害
情
報
の 

の
向
上 

地
域
防
災
力 Ｇ空間を活用した地域防災システムの普及展開 システム実装自治体数：１００ 

医療・介護・健康
データ利活用 
モデル(PHR) 

テレワーク 

※「子育て支援」については、各種会議等の状況を踏まえ、今後追加を検討。 

テレワーク導入企業数：３倍 
雇用型在宅型テレワーカー数： 

１０％以上 
整備箇所数：１００箇所 

地域の雇用創出：1,600人 
 

Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
確
保 

生
産
性
向
上 

人
口
増
加 

移
住
・
交
流 

サイバーセキュリティ確保のための対応体制強化 

ナショナルサイバートレーニングセンター（仮称）による人材育成 

脆弱なIoT機器に関する 
国民及びメーカへの周知徹底 

テレワークの普及展開 

ふるさとテレワークの普及展開 

演習受講者数：年間３，０００人以上 

政策目標 
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地域ＩｏＴ分野別モデル 
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教育① ＜教育クラウド・プラットフォーム＞ 4 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課題 効 果 

学習系クラウド 
標準化 
 
ガイドブック発行 
［先導的教育システム 

    実証事業］ 

クラウド上の教材等を 
利活用可能な 
学校：１００％ 

クラウドPFの標準化 
及び 

利用環境の確立 
 

ICT環境等の整備促進 

  

教
育
格
差 

社
会
変
化
へ
の
対
応
・ 

格
差
是
正 

教
育
の
質
的
向
上
・ 

［教育のＩＴ化に向けた環境整備４か年計画（地方財政措置２０１４－２０１７年度）、 
 公衆無線ＬＡＮ整備支援事業（予算要求中）により整備された設備の活用等］ 

校務系・学習系クラウド間の連携実証・標準化 
［スマートスクール・プラットフォーム実証事業（予算要求中） ］ 

教育 

（本分野における課題） 

● 教育分野においては、高度情報化・グローバル化など社会変化への対応や、地域・家庭等による格差が課題となっており、その解決にＩＣＴの利活用が期待。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● クラウド技術を活用し、生徒や教員・保護者・地域の支援人材等が、多種多様で質の高い教材等を、いつでも・どこでもシームレスに、かつ低コストで利活用。 

（実装による効用・効果） 

● 児童生徒にとっては、居住地域や障害の有無、家庭環境等によらず、自らにとって最適な学び（アダプティブ・ラーニング）や、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング） 

   等を行うことが容易に。教員にとっては、授業の充実、家庭との連携、データに基づく学級経営等を図ることが容易に。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● クラウド上の教材等を円滑に利活用可能な学校： １００％ 

  （天）効果的・効率的かつ低コストで、多様な教材等を利活用可能なクラウド・プラットフォームの標準化（２０１９年度） 

  （地）普通教室のＷｉ-Ｆｉ整備率 ２６．１％   高速インターネット（１００Ｍｂｐｓ） 接続する学校 ３８．４％（２０１６年３月現在） → １００％ 

  （人）教育クラウドエバンジェリスト（仮称）: 都道府県・政令指定都市に1名以上(２０１８年度)   

（実装主体） 

● 学校設置者（都道府県・市区町村教育委員会等） 

（支援体制） 

● 教育ＩＣＴの推進会議を省内に設けるとともに、文部科学省、教育クラウド・プラットフォーム協議会、全国ＩＣＴ教育首長協議会等との連携体制を構築し、教育委員会等を支援。 

（２０２０年度までの工程・手段）  

● ２０１６年度末までに、授業や家庭学習等に用いる学習系クラウドを標準化するとともに、クラウド活用の成果事例や導入手順等をまとめたガイドブックを教育委員会・学校 

     向けに発行。 ２０１７年度より、教職員が業務に用いる校務系クラウドと学習系クラウド間の情報連携について実証のうえ標準化し、教育クラウド・プラットフォームを確立。 

   あわせて、①官民連携により、質が高く、低廉に利用可能なコンテンツ開発等を推進するとともに、②学校に対し、クラウド上の教材・ツールの活用等について啓発・支 

   援する「教育クラウドエバンジェリスト」（仮称）を育成・確保。 

● 文部科学省、全国ＩＣＴ教育首長協議会等と連携し、ネットワーク、利用システム、コンテンツ、教員のサポート体制、セキュリティポリシーなどＩＣＴ環境等の整備を促進。 

  公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業により計画的に整備された設備（避難所・避難場所に指定された学校が対象）の、平時における教育への積極的活用を推進。 

 

 

 



● 児童生徒や教員等が、多種多様なデジタル教材・ツールを、いつでも、どこでも利用でき、かつ低コストで導入・運用可能 
    な、クラウド技術を活用したシステム。地域等による教育格差の解消、個に応じた学び（アダプティブ・ラーニング）や主体 

    的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の促進に資することが期待。 

● 平成26年度から３年計画で実証中。実証により構築したシステムは、標準化し、民間事業者に開放。活用事例は、全国の教

育委員会等に横展開。平成29年度より、教職員が業務に用いる校務系システムとの連携について実証し、次世代の学校情報

システムとして確立。 

教材共有 利用ログ デジタル 
教材・ツール 

LAN／モバイルネットワーク 
固定系／移動系を 
問わずつながる 

校外学習 学校内 家庭・地域等 

データ 

全国の教員同士で 
自作教材を共有 

データを今後の学習・教育
等に有効活用 ブラウザベースで 

軽快に動く多様な
HTML5コンテンツ 

一回のログインで全ての機能を 
利用可能（シングルサインオン） 

認証基盤 

ポータル 

端末やＯＳ、時間
や場所を問わず、
シームレスに利用
できる 

学校にサーバを置く必要
なし。インターネットを
通じて利用 

教育クラウド・プラットフォームの概要 5 教育 

児童生徒と教員の 
連絡・交流機能も 



（参考）学校における教育クラウドサービスの利用状況（例） 6 

提供者名  NTTコミュニケー
ションズ 学研 ﾘｸﾙｰﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ Ｚ会 Classi 

サービス名 
総務省「先導的教育 
システム実証事業」 

ニューコース 
学習システム（ASP版） 

ニューワイド 
教材ライブラリ（ASP版） 

スタディサプリ 
StudyLinkZ 

（ｽﾀﾃﾞｨﾘﾝｸｽ） 
Classi 

（ｸﾗｯｼｰ） 

提供開始時期 平成26年12月 平成27年4月 

平成28年2月 
 
 
 

平成28年3月 平成28年4月 

利用校数※１ 111校 
 
・小学校  42校 
・中学校  21校 ※2 

・高等学校 10校 ※3 

・特別支援 6校 
・その他  32校 ※4 

35校 
 
（小学校、中学校） 

1014校 
 
・小学校  17校 
・中学校  24校 
・高等学校 960校 ※5 

・その他  13校 ※6              

79校 
 
（中学校のみ） 

約1400校 
 
※小学校、中学校、 
  高等学校のほか、 
  専門学校、大学 
  も含む 

※1 ﾘｸﾙｰﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞは、平成28年9月末現在。その他は、平成28年10月末現在。NTTコミュニケーションズは、「若年層に対するプログラミング教育の普及推進」事業の利用校を含む。 
※2 義務教育学校を含む。 ※3 中等教育学校含む。 ※4 在外教育学校25校（16ヵ国）、公設塾等を含む。 
※5 中高一貫校を含む。 ※6 公営塾、NPO、大学等を含む。 

平成23年10月 
 旧・受験サプリ（高校生向け） 
平成27年3月 
 旧・勉強サプリ（小中学生向け） 

教育 



（参考）導入事例 教育クラウド・プラットフォーム 7 

イスタンブル日本人学校 

  2014年度より、教育クラウド・プラットフォーム
の実証に参加し、日本語図書教材を入手困難
な環境の下、最新のデジタル教材を活用。 

 また、安全対策等のために休校を余儀なくさ
れることもある中、SNSで緊急連絡を行ったり、
クラウド上の教材を課題として与えた 
りしながら教育活動を継続。児童生徒 
は一時帰国時や長期休業中も、クラウ 
ドを利用しシームレスに学習。 

 本事例を他の在外教育施設に周知したところ、
2016年度には、世界16か国25校が実証に参加。 

 場所や環境を問わずシームレスに活用できる、
災害等の非常時に強いなど、クラウドのメリット
が生かされた事例。 

 東京都小金井市立前原小学校 

 2016年3月までは、タブレットやWi-Fi等が未
整備で、ICT教育はほとんど実施されず。 

 4月に現校長が着任以降、①教育クラウド・プ
ラットフォームなど多様な教育クラウドサービス
の導入、②民間企業との共同研究など外部資
金によるICT環境整備を迅速に実施。 

 プログラミング教育など、ICTを活用した教育
を全ての学年で実施。 
市内の教員を集めた研 
修を開催するなど、地域 
における横展開の核と 
もなっている。 

 自治体予算により学校 
ごとにサーバー等を整備する場合に比べ、迅
速に導入できるなど、クラウドのメリットが生か
された事例。 

教育 



教育② ＜プログラミング教育＞ 8 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課題 
効 
果 

標準的・入門的モデル
の地域実証 

 

I
C
T
環
境
の
不
備
 

教
材
・
指
導
者
・
 

 

次
代
を
担
う
人
材
の
育
成 

発展的・応用的モデルの
地域実証（予算要求中） 

官民コンソーシアムによる教材開発・指導者育成等の推進 
ＩＣＴ環境等の整備促進 

［教育のＩＴ化に向けた環境整備４か年計画（地方財政措置２０１４－２０１７年度）、 
 公衆無線ＬＡＮ整備支援事業（予算要求中）により整備された設備の活用等］ 
 

クラウド上の教材・地域 
人材等を活用した 

プログラミング教育を実施 
可能な学校：１００％ 

実施モデル 
及び 

利用環境の確立 

（本分野における課題） 

● プログラミング教育は、これからの社会においてますます重要となる論理的思考力や課題解決力、創造力等を効果的に育むものであり、全国に普及していくことが必要。 

  一方、プログラミング教育の円滑な実施に不可欠な教材や指導者、ＩＣＴ環境は不十分。民間プログラミング教室も首都圏に偏在するなど、地域格差も発生。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● クラウド上の教材（学習者用教材・指導者用テキスト等）や、地域の人材を指導者として活用するプログラミング教育の実施手法。 

（実装による効用・効果） 

● 居住地域等を問わず、児童生徒が論理的思考力や課題解決力、創造力等を効果的に身につけることが可能に。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● クラウド上の教材や地域の人材を活用したプログラミング教育を実施可能な学校： １００％ 

  （天）クラウドを活用したプログラミング教育実施モデルの確立（２０１７年度）※全国１１ブロックにおいて２件以上実証。 

  （地）普通教室のＷｉ－Ｆｉ整備率 ２６．１％  高速インターネット（１００Ｍｂｐｓ） 接続する学校 ３８．４％（２０１６年３月現在） → １００％ 

  （人）地域にプログラミング教育の支援人材がいる学校： １００％ 

（実装主体） 

● 学校など教育施設の設置者（都道府県・市区町村教育委員会等） 

（支援体制） 

● 文部科学省、総務省、経済産業省の３省連携で「官民コンソーシアム」を設立し、教材開発・指導者育成等を推進。プログラミング教育の円滑な実施に必要なＩＣＴ環境
等の整備についても、文部科学省、全国ＩＣＴ教育首長協議会等と連携し、教育委員会等を支援。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● ２０１６年度にはプログラミング教育の標準的・入門的モデルを、２０１７年度には顕著な才能を示す児童生徒や障害のある児童生徒向けの発展的・応用的モデル
を放課後、休日等の課外で実証のうえ確立。実証成果は、①官民コンソーシアムに承継し、小学校でプログラミング教育が必修化される２０２０年度に向け、官
民連携により教材開発・指導者育成等をさらに推進するとともに、②民間・自治体における社会人・高齢者等向けの教育にも応用し、社会全体においてプログラ
ミング教育を振興。 

● 文部科学省、全国ＩＣＴ教育首長協議会等と連携し、ネットワーク、利用システム、コンテンツ、教員のサポート体制、セキュリティポリシーなどＩＣＴ環境等の整備を促進。 

  公衆無線ＬＡＮ環境整備支援事業により計画的に整備された設備（避難所・避難場所に指定された学校が対象）の、平時における教育への積極的活用を推進。 

 

教育 



プログラミング教育の概要 

● クラウド上の教材（学習者用教材・指導者用テキスト等）や、地域の人材を指導者として活用しつつ、 
 プログラミング教育を実施。全国どこでも、IoT時代に一層重要となる論理的思考力や課題解決力、創造
力等を効果的に育むことが可能に。 

      教育クラウド・プラットフォーム 

地域人材向け 
指導者育成講習 

児童生徒向け 
プログラミング講座 

クラブ活動 等 

家でも 
自己学習 

指導者 

各地域 

9 

教材・ノウハウ 

教育 



（参考）プログラミング教育の実証状況 10 

● 平成28年度当初予算において、全国11ブロックごとに、各1件のプロジェクトを実施中（24校）。 

● 平成28年度補正予算において、ブロックごとにプロジェクトの追加実施を予定。 

教育 



（参考）導入事例 プログラミング教育 11 

（一社）国際STEM学習協会 
 山口県山口市立大殿小学校 
  
   市民工房「ファブラボ」を活用し、 
児童が自ら組み立てたロボットを 
プログラミングで動かすことにより、 
ものづくりと関連づけたプログラミ 
ング教育を展開。 

（株）TENTO 
 徳島県神山町立広野小学校 
  
    プログラミングにより、 
郷土芸能である阿波人形浄瑠璃型 
の人形に演技をさせる教材を開発。  
 テレワークのサテライトオフィス 
の従業員を指導者として育成。 

（一社）みんなのコード 
 
 ブラウザベースで利用できる豊富 
な無料教材“Hour of Code”をもとに、 
社会人向けオンラインプログラミング 
講座“TechAcademy”の修了生も指 
導者として育成しつつ、市を挙げて 
プログラミング教育を推進。 

 

http://www.awanavi.jp 

山口県山口市 徳島県神山町 

石川県加賀市 奈良県奈良市等 

奈良女子大学附属中等教育学校 
 宮城県 女川向学館 
 茨城県 古河市立三和東小学校 
 香川県 土庄町立豊島小学校・中学校 
  
 国立学校が、これまで培った知見を活 
かし、遠隔会議システムやSNSによる助言、 
クラウド上でのノウハウの共有等により、 
被災地や離島など、地方におけるプログ 
ラミング教育に貢献。    

教育 



医療・介護・健康① ＜医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）＞ 12 

実装医療圏数 
15程度（2017年度）～ 
順次拡大（2020年度） 

患者数 
実装医療圏人口の5% 

医
療
費
増
大 

高
齢
化
の
進
展 

医
療
費
の
適
正
化 

健
康
寿
命
の
延
伸 

成果を成功モデルとして展開 

全国に普及展開［厚生労働省が進める地域医療連携ネットワークの普及方策を活用］ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課
題 

効 
果 

（本分野における課題） 

● 少子高齢化の進展に伴い、要介護者の増加等による社会保障費の増大、高齢者のＱｏＬの向上や介護者の負担軽減が課題となっており、地域包括ケ  

   アの推進による患者・要介護者の医療費負担の適正化、健康寿命の延伸に向けて、医療と介護に関する国民のデータの効果的な連携が必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● クラウド技術の活用により、医療機関と介護事業者間の双方向連携や広域の地域医療圏における情報連携を実現するネットワークを導入。 

（実装による効用・効果） 

● クラウド技術の活用により、医療機関と介護事業者間の双方向連携や広域の地域医療圏における情報連携を可能とし、患者/要介護者が効果的な医 

   療、介護サービスを享受することができる環境を整備し、患者/要介護者のＱｏＬの向上、家族/介護補助者の負担の軽減、健康寿命の延伸等に貢献。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 実装医療圏数： 201７年度中に１５程度の医療圏にクラウド型EHRを実装（総務省事業）。その後は厚生労働省が進める地域医療連携ネットワーク
の普及方策を活用して順次拡大。 

         2018年度までにEHRの全国への普及・展開を図るとともに、2020年度までに、EHRの広域化やＥＨＲ間の相互接続（標準準拠の
データ交換）を進め、全国規模の医療情報連携ネットワークを実現。（平成28年4月現在の二次医療圏：344） 

● 参加患者数： ３0万人（2017年度）、クラウド型EHRを整備した医療圏の人口の５％（※）の患者数（2020年度） （※）既存のＥＨＲ先進事例の実績から導出 

（実装主体） 

● 各地域医療圏における医療情報連携ネットワーク協議会、病院等 

（支援体制） 

● 効果的なＥＨＲ構築のため、各地域の医師会、病院会、自治体等と連携して推進。また、総務省事業成果を成功事例として他地域への普及・啓発を実施。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● 医療情報連携ネットワークの高度化を行う事業への補助を２０１７年までに実施。対象事業を参照モデルとして、厚生労働省が進める地域医療連携ネット 

   ワークの普及方策を活用して全国へ波及。 

クラウド型医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）の 
高度化・実装 
［総務省においてクラウド型ＥＨＲ高度化補助事業の実施］ 

医療・介護・健康 



医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）の概要 

● クラウド技術の活用により、医療機関と介護事業者間の双方向連携や広域の地域医療圏における情報連

携を実現するネットワーク（ＥＨＲ）。地域医療圏における医療・介護情報連携により、地域包括ケアの充実や

健康寿命の延伸等を実現。 
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診療所 
病院 

〈ＸＸ地域医療圏〉 

中核病院 

【従来型ＥＨＲ】 

診療所 

〈ＹＹ地域医療圏〉 

レガシー 

EHR 

Ｅ
Ｈ
Ｒ
高
度
化
支
援
の
実
施 

診療所 診療所 
病院 

■ 一方向の情報閲覧 
 －参加病院・診療所からは中核病院の情報を「見るだけ」 

■ 閉じたネットワークによる重いコスト負担 
 －医療情報ＮＷと介護情報ＮＷは別であり、両システムに

参加すると回線コストは倍増 
 －ＥＨＲ間の連携は、システムごとに直接接続するために

都度連結コストが発生（加えて、オンプレミスの異なるシ
ステム間の接続は煩雑） 

■ ＥＨＲごとに異なるデータ管理形式 
 －医療等データの広域の二次利用が困難 

レガシー 

EHR 

中核病院 

[ＸＸネット] [ＹＹネット] 

中核病院 
介護施設 

Connect 

クラウド 
EHR 

PIX/PDQ XDS/XCA 

薬局 

【クラウド型高機能ＥＨＲ】 

診療所 病院 

〈ＸＸ地域医療圏〉 

中核病院 

診療所 

〈ＹＹ地域医療圏〉 

診療所 

診療所 
病院 

中核病院 中核病院 

〈ＥＨＲ未実装地域〉 

病院 

診療所 

診療所 

情報連携施設の拡大 

双
方
向
の
情
報
連
携 

歯科 

■ 双方向の情報連携実現 
■ クラウドの活用、標準準拠により低廉化、データ活用容易化 
 －薬局や介護施設等も連結（訪問介護・看護の情報も統合） 
 －ＥＨＲ未実装地域の病院・診療所とも連結しデータを蓄積・活用 

標準準拠のデータ連携 

レガシー 
レガシー 

EHR 
EHR 

医療・介護・健康 



14 （参考）医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）の普及状況 

【参加施設数】 【参加患者数】 

ＩＴを利用した全国地域医療連携の概況（2015年度版）（平成28年10月4日日本医師会総合政策研究機構）より総務省作成 
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913  726  

2,340  
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施設数 
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1,158,208  

704,005  
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参加患者数 うち共有患者数 

医療・介護・健康 

■ 全国で243の医療情報連携ネットワークが存在（2015年度）。 
■ 病院・診療所にとって、コスト（※）を負担してまでの参加メリットを感じにくいことを主な要因として、病院・診療
所の参加率も低いまま推移（各々全体の30.0％、9.8％）。   （※）病院あたり平均35,000円/月、診療所あたり平均12,000円/月の参加費用 

■  患者の同意を取得するプロセスに現場の医療機関が慎重なため、参加患者数も低調（約115万人） 



15 （参考）導入事例① さどひまわりネット（新潟） 

参加施設数 ７５施設 

参加施設種別 
（参加率） 

病院       ：  6  (100%) 
医科診療所   ：14   (69%) 
歯科診療所    ：  6   (25%) 
調剤薬局        ：12   (60%) 
介護福祉施設 ：37   (66%) 

同意患者数 
（対住民参加率） 

15,204名(26.5%) 〔H28.12.1現在〕 

 ※対象人口 57,255名 

２次医療圏数 1か所（佐渡：佐渡市） 

管理情報種類 病名/処方/検査/画像/処置/手術 
バイタル/ADL/予約/紹介&逆紹介/健診情
報/紙診療情報 

利用料金体系 医療系 27,000 円/月 
医療系他   12,000 円/月 

運営母体 NPO法人佐渡地域医療連携推進協議会 

投資金額と 
その資金特性 

投資金額 １６億円(第1期＋第２期) 

厚労省 地域医療再生基金 

運用状況 ・月額運用経費 250万円 
・運用形式 NPOとアウトソーシング 
・収支黒字で、全て利用者の利用料金で運用
しており、公的資金は一切使用していない 引用URL: http://www.sadohimawari.net/ 

地域医療連携ネットワーク 

データセンター 外来・検査予
約 

連絡板 

ファイル共有 

地域医療連携ネットワーク情報の提供 

診療所 
病名 

注射内容 

画像 

院内処方内容 

病院 
処方内容 画像 

検体検査 

指導内容 

注射内容 

病名 

処置内容 

サマリ 

介護施設 

一般公開 
（インターネット） 

ネットワークの
紹介・案内 

訪問看護 
ステーション 

一方向 

双方向 コミュニケーションツール 

保険薬局 
院外処方内容 

外注検査業者 
検体検査 

健診機関 
検体検査 

バイタル 

ADL等 

提供情報内容 

【ポイント１】 
医療介護情報の双方向性 

【ポイント２】 
電子カルテを前提としない連携 

【ポイント３】 
独自運営による継続性担保 

【ポイント４】 
医療介護統合DB化 

歯科診療所 

病名 

処置内容 

X線画像 

院内処方
内容 

【ポイント５】 
救命救急活用 

■ 佐渡島内の病院・医科診療所・歯科診療所・調剤薬局・介護福祉施設をネットワークで双方向に結び、患者情報を互いに共有

することで、治療内容、飲んでいる薬を把握して、安全に医療・介護を提供するとともに、状態に合わせて利便性の高い施設で
医療・介護を受けることができる環境を構築（運用開始から３年半が経過）。 

 

■ 電子カルテに関わらず、参加施設の既存の医療機器から個別に情報を収集。 

医療・介護・健康 



16 （参考）導入事例② EHRミニマム基盤構築（和歌山、岡山） 

【構築概要】 
 

 連携するデータ項目を必要最低限に絞り込み 
 

 従前の病院からの一方向の情報開示から、小規模医療機
関等のレセコンからも患者基本情報、検査結果、処方情報
等を開示することにより、双方向の情報連携を実現 

 

 ２つの既存EHRシステム（ID-Link、HumanBridge）を国際標
準（PIX/PDQ、XCA）に従って接続し、患者情報を名寄せし
た上で一画面上で時系列に表示 

 

【主な成果（和歌山、岡山）】 
 

 クラウドの活用で低廉化 
  ・ 分散型で構築する場合と比べてコストが約2分の1 
 

 効率性・利便性の向上 
  ・ 「検査結果などを双方向に連携することで、重複検査等

の防止が可能」等、医師が有用性を確認 
 

  ・ 医療・介護従事者のおよそ８割から満足する結果が得ら
れ、ユーザビリティの向上を確認 

■ 岡山県及び和歌山県において、電子カルテのない診療所等のレセコンデータをクラウド上で共有することに

よる病院と診療所等の間における双方向での簡易・低廉な医療情報連携モデルを構築。 
 

■ クラウドの活用により、構築コストを半減させるとともに、標準に準拠した双方向での患者等情報の活用を行

うことにより、効果的に情報連携し、地域包括ケアの推進等に貢献。 

＜岡山のＥＨＲ＞ 

医療・介護・健康 



医療・介護・健康②＜医療・介護・健康データ利活用モデル（ＰＨＲ）＞ 17 

実装主体数 
８０団体 
利用者数 
３０万人 

自律的普及展開の促進 
［開発したアプリケーションの公開
及びプラットフォームの活用］ 

医
療
費
増
大 

高
齢
化
の
進
展 

医
療
費
の
適
正
化 

健
康
寿
命
の
延
伸 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課
題 

効 
果 

（本分野における課題） 

● 高齢化が進展する中、健康寿命の延伸が課題となっているため、個人の健康や医療に関するデータを本人同意の下で管理・活用し、個人の健康状態  

   に応じたサービスの提供やデータの二次利用による医療等分野の研究開発の推進が必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 
● 国民一人ひとりが自らのライフステージに応じた医療・介護・健康情報を時系列的に管理し、本人の健康状態に即したサービスを享受できるモデルを実 
   装。 

（実装による効用・効果） 

● 個人が自らの医療・介護・健康データをポータブルかつ効率的・時系列的に管理し、さまざまなサービスへ活用するモデル（ＰＨＲ: Personal Health  

   Record）を確立することにより、健康寿命の延伸や患者の医療費負担の適正化、新たなサービスの創出による経済成長へ貢献。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 実装主体数： ８０団体 

● 利用者数： ３０万人(2018年度までの実証地域（６団体）における利用者数及び2019年度以降の横展開後約１年間の利用者数推計の合計） 

          ※この他、民間事業者による多様なサービス展開と合わせ、国民一人ひとりの医療・介護・健康データの活用を図る。 

（実装主体） 

● 自治体・保険者、ＰＨＲサービスを提供する民間事業者 

（支援体制） 

● 日本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）を通じたモデル研究事業の実施。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● モデル研究への補助を２０１８年度まで実施し、その後、開発したアプリケーションを無償公開。地域医療連携の担い手である自治体・病院・介護施設・地 

   域の医師会等を中心とした地域の取組と、アプリケーション・プラットフォームを提供する民間事業者による自律的普及展開を促進。 

個人の医療・介護・健康情報を時系列的に管理できるPHRの
実現に向けたアプリケーション及びプラットフォームの開発 
［ＡＭＥＤ補助事業により研究事業を実施］ 

医療・介護・健康 



医療・介護・健康データ利活用モデル（ＰＨＲ）の概要 

● 個人の医療・介護・健康情報をポータブルかつ効率的・時系列的に管理できるPHR（Personal Health 

Record）機能を有するシステム。個人の健康状態に応じたサービスの提供やデータの二次利用による医

療等分野の研究開発を推進することにより、健康寿命の延伸や医療費の適正化、新たなサービス創出に

よる経済成長への貢献等を実現。 
 

 

 

 
 

 

 
  

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

  

 

  
 

 

18 医療・介護・健康 



 PHRシステムによる介護予防事業への効果 
• サロン参加者の3割以上に、「知り合いの数」「会話の機会」「友人と会う機会（週1回以上）」の増加が見られた 
• PHRシステムによるフィードバックが参加者の介護予防への意欲醸成に貢献 （92％の参加者が事業継続参加を意向） 

  (今後4年間の要支援・要介護認定率を1.3%抑制できると試算) 

 情報連携基盤の導入・活用による効果 
• 課題や仮説の明確化、地域の多様な担い手の巻き込み、PDCA実践による施策品質向上・最適化等により、神戸市
全域に展開すると年間4億円の介護給付費抑制効果と試算。 

1．地域の課題 

2．実証の概要 

3．主な成果 

• サロン、趣味活動、体操教室等の介護予防事
業を実施し、タブレット端末やＮＦＣ付活動量
計を用いたＰＨＲシステムによって住民の参加
記録・活動量・問診情報を取得。参加者には 
ＰＨＲのグラフ化やゲーム性を加えたフィード
バックを実施 

• 自治体が保有する医療・介護情報や個人の
簡易問診データ等を情報連携基盤に統合し、
分析結果をもとに要介護リスク、地域資源分
布など個人・地域の特性を示す指標を策定 

• 個人・地域の指標を帳票化（見える化）し、自
治体・地域包括支援センター職員・民間企業
等における施策改善等の活用可能性を検討 

 情報連携基盤の導入・活用により地域の特性を見
える化し施策のＰＤＣＡサイクルを確立 

 住民のＰＨＲの推移による介護予防事業の評価 

•介護予防・日常生活支援総合事業では地域の特性を踏まえ
たＰＤＣＡサイクルによる介護予防施策が必要 

•閉じこもり予防など個々の介護予防事業の効果検証が必要 

19 （参考）導入事例① ICT地域包括ケアモデル（介護予防モデル）（神戸市） 医療・介護・健康 



20 （参考）導入事例② 「ポケットカルテ」及び地域共通診察券「すこやか安心カード」 

・ 利用者数が急速に拡大。登録会員（カード保有者含む）数約５万人。 

・ 医療機関・薬局等も多数参加。 

  対応医療機関      18病院、35診療所、調剤薬局    2,000局以上。 

・ 医療機関等から利用料を徴収。公的資金に頼らずに自立的・継続的に事業運営。 

・ 近隣府県（大阪府、兵庫県、奈良県）や神奈川県、愛知県（名古屋市）等、７地域へ展開中。 

地域住民が効率的で安心できる連携医療環境を実現 

 NPO法人日本サスティナブル・コミュニティ・セン
ター（京都市）が、医療機関の減少や負担増という
課題に対処するため、通常医療機関毎に管理され
ている住民の診療・投薬履歴を、医療機関等が連
携してクラウドで一元管理し、利用者がスマートフォ
ンやケーブルＴＶ等インターネット経由で自ら確認・
管理する仕組みを構築 
 併せて地域共通診察券を発行 
 
 地域住民が、様々な端末から自己の医療履歴を
無料でかつ安心して確認できるシステムを確立 

地域住民の医療履歴をクラウドで一元管理し、効率的な受診を可能に 
（京都市発「ポケットカルテ」及び地域共通診察券「すこやか安心カード」プロジェクト） 

※平成27年12月時点 

（京都市内） （全国） 

＋ 

クラウドで医療関連
情報を一元化 

診療所 病院 

利用者（登録会員） 

スマートフォン、 
PC等で情報を利用 

CATV経由で 
情報を利用 

薬局 

共通診察券 
○○花子 ・カード１枚で連携機関等を受診可能 

・ID認証機能により自動的に情報取得 

各医療機関が連携 
①診療情報・投薬情報の共有 
②運営費用の共同負担 

医療・介護・健康 



 健康管理の分野においては、医療機関や小学校、幼稚園等における健康診断情報などが一元的に管理されておらず、
市民にとって情報を入手しにくい状況であることが課題。 

 幼児や児童を持つ世帯を対象に、過去の母子健康手帳の記録を電子化。現在の健康記録と結びつけ、予防接種記録
や医療機関、保健センター、小学校等における検診情報も記載することで、一貫した子供の健康情報を提供。ＩＣカード
をリーダー等にかざすだけでログインできるシステムを実装。 

 また、診療所や拠点病院等の医療機関間で検査画像等の画像情報を共有し、ＩＣカードを用いた個人認証により閲覧出
来る仕組みを構築。 

 マイナンバーカードの配付開始後は、マイナンバーカードを使用。 

実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 電子母子健康手帳については、実証実験に参加した市民へのアンケートでは８割以上がサービスの継続・実用化を希
望。 

 上記システムの自立的・継続的な運営を担う組織を設立（平成２７年３月）。 

データを反映 

保健 
センター 
小児科 

小学校 

・乳幼児健診 
・予防接種 
  

・定期検診 
・予防接種 
  

パソコンやタブレット端末で閲覧 

●健康診断結果 
●電子おくすり手帳 
●日記機能 
●成長記録グラフ 
●予防接種 
●子育てサイトリンク 

母子健康情報 

ＩＣカードで 
シングルサインオン 等 

マイナンバー
カードに移行 

群馬県前橋市は、総務省からの支援により、ＩＣＴ街づくり推進事業（H25・26年度）を実施。 

21 （参考）導入事例③ マイナンバーカードの活用を想定した母子健康支援 医療・介護・健康 

http://ord.yahoo.co.jp/o/image/SIG=121hiuaa2/EXP=1379844816;_ylc=X3IDMgRmc3QDMARpZHgDMARvaWQDQU5kOUdjU3V4TlEzSXJ2UW9QRlc3amhfUFhINjZOZHFUVzF5a004aXlDN2NKa1BwbkswSVAtWnhUZElkVFZrBHADNWFXejVZeTc0NEtrNDRPcDQ0SzU0NE9JBHBvcwMzBHNlYwNzaHcEc2xrA3Jp/*-http:/bsoza.com/ill_medical/docter01_a04.pn
http://ord.yahoo.co.jp/o/image/SIG=121vvt93a/EXP=1379844780;_ylc=X3IDMgRmc3QDMARpZHgDMARvaWQDQU5kOUdjUnNCOGZPT1NyYkliZXJoVjc1VGlBdTBXQmFNTC1JR3REbnhpRkR4UzBUMzdhU2gySlBoRWVWWkEEcAM1WXk3NWJpcjQ0S2s0NE9wNDRLNTQ0T0kEcG9zAzQEc2VjA3NodwRzbGsDcmk-/*-http:/www.jojinkai.com/ushiku/images/007.gi


22 働き方 ＜テレワーク＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課
題 

効 
果 

労
働
力
減
少 

人
口
減
少 

（本分野における課題） 

● 少子高齢化等に伴う労働力不足に対応し、一億総活躍社会や働き方改革を実現するためには、様々な働き手が多様な生活スタイルに応じて柔軟に働けることが必要。 

● 都市部への企業や人口の集中に歯止めがかからない中、地方創生を実現するため、都市部から地方への人や仕事の流れを促進することが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● モバイル端末やテレビ会議システム等のＩＣＴを活用したテレワークを導入することにより、時間や場所を有効に活用できる働き方を実現。 

● サテライトオフィスやコワーキングスペースの活用により、地方でも都市部と同じように働ける環境を実現する「ふるさとテレワーク」の環境を推進。 

（実装による効用・効果） 

● テレワークを全国に普及させることで、高齢者や育児世代等の労働参加、生産性の向上、ワークライフバランスの確保、地域活性化等の様々なメリットが実現される。さらに  

   ＩｏＴ・ビッグデータやクラウドソーシング等のテレワークにおける活用を通じ、職場における業務効率の上昇や健康管理、雇用ミスマッチの改善等に寄与することが可能となる。 

● 「ふるさとテレワーク」の環境を整備することで、地方でも都市部と同じように働くことができるようになり、人や仕事の地方への流れが促進される。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 都市部・地域を併せたテレワーク導入企業数３倍（２０１２年度比）、雇用型在宅型テレワーカー数１０％以上 

● ふるさとテレワーク拠点整備箇所数：２３箇所（２０１６年度末見込み）→１００箇所、地域における雇用創出：１,６００人 

（実装主体） 

● テレワークを導入する企業等 

● ふるさとテレワークを導入する地方自治体又は当該地域への進出企業等 

（支援体制） 

● テレワーク導入に向けたセミナーや専門家派遣等の普及啓発を実施。また、厚生労働省、国土交通省、経済産業省等からなるテレワーク関係府省連絡会議（総務省がとりまと
め主務官庁）の場を活用し、関係省庁とも連携を強化して施策を推進。 

● 先例地域の自治体・進出企業や外部有識者が参加する会合を開催し、情報提供ポータルサイトを運用する。また、関係省庁とも連携（例：国土交通省の社会資本整備総合交
付金による古民家改修費用の補助の活用）を強化して施策を推進。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● セミナー開催等によるテレワークの普及啓発や、企業等におけるテレワークの導入支援を引き続き実施。 

● ふるさとテレワークを導入する全国の自治体等に対する補助事業等を引き続き実施。 

テレワーク導入企業数３倍 
雇用型在宅型テレワーカー数 

１０％以上 
整備箇所数：１００箇所 

地域の雇用創出：1,600人 

Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
確
保 

生
産
性
向
上  

人
口
増
加 

移
住
・
交
流 

働き方 

ふるさとテレワークの普及展開 
[普及啓発のための会合やポータルサイトの運用、補助事業の実施（予算要求中）] 

テレワークの普及展開 
［セミナー開催等によるテレワークの普及啓発や、企業等におけるテレワークの導入支援（予算要求中）］ 



テレワークの概要 23 

※テレワーク：「ｔｅｌｅ＝離れたところで」と「ｗｏｒｋ＝働く」をあわせた造語 

所属オフィス 

サテライト 
オフィス勤務 

モバイル勤務 

在宅勤務 

働き方改革の推進 
（一億総活躍社会､ワークライフバランス等） 

地方創生の実現 
（地方移住の促進） 

 働き方 

● ICTを活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。 



ふるさとテレワークの概要 

● 人や仕事の地方への流れを促進し、地方でも都会と同じように働ける環境を実現する「ふるさとテレ

ワーク」。ふるさとテレワークは、テレワーク本来の特性を最大限に引き出し、いつもの仕事を地方でもそ

のまま続けられ、地方への人の誘致というパラダイムシフトを実現。 

＜ふるさとテレワークの４類型＞ ＜ふるさとテレワークのイメージ＞ 

24  働き方 



【岐阜県】 
 ・郡上市 

【岩手県】 
 ・遠野市 

【山梨県】 
 ・甲府市 

【新潟県】 
 ・上越市 

【群馬県】 
 ・みなかみ町 

【長野県】 
 ・松本市/塩尻市 

【兵庫県】 
 ・丹波市 

【徳島県】 
 ・那賀町 

【長崎県】 
 ・南島原市 

【熊本県】 
 ・熊本市 

【長野県】 
 ・駒ヶ根市 

【北海道】 
 ・美唄市 
 ・ニセコ町 

【千葉県】 
 ・旭市 

【宮崎県】 
 ・高鍋町 

【福岡県】 
 ・田川市 

【高知県】 
 ・土佐町 

【京都府】 
 ・南丹市 

【富山県】 
 ・高岡市 

【長崎県】 
 ・壱岐市 

【京都府】 
 ・京丹後市 

（参考）ふるさとテレワーク拠点の整備状況 25 

【岩手県】 
 ・大船渡市 

【福島県】 
 ・会津若松市 

【山形県】 
 ・高畠町 

【群馬県】 
 ・高崎市 

【長野県】 
 ・塩尻市/富士見町/王滝村 
 ・松本市 

【奈良県】 
 ・東吉野村 

【和歌山県】 
 ・白浜町 

【徳島県】 
 ・鳴門市 

【福岡県】 
 ・糸島市 

【佐賀県】 
 ・鳥栖市 

【沖縄県】 
 ・竹富町 

【北海道】 
 ・北見市/斜里町 
 ・別海町 

【奈良県】 
 ・三郷町 

【福岡県】 
 ・糸島市 

【和歌山県】 
 ・白浜町 

地域実証事業（H26年度補正） 
の実施地域 （15ヶ所） 

補助事業（H28年度当初） 
の採択先 （23ヶ所） 

 働き方 



（参考）導入事例 和歌山県白浜町 

○ 平成26年度補正の事業により白浜町ITビジネスオフィス１階部分をテレワーク拠点（サテライトオフィス） 
  に改修。海岸を見下ろす眺望の良いオフィスで、「観光リゾートモデル」のふるさとテレワークを実施。 
  また、子育て・防災等に関する生活直結サービスを提供。 

代表団体 NECソリューションイノベータ株式会社 地方移動人数/
地元雇用人数 

＜目標＞ 
地方移動人数：１８人 
地元雇用人数：３～４人 
＜成果＞ 
地方移動人数：２７人 
地元雇用人数：４人 

実施地域 和歌山県白浜町 

地方進出企業 株式会社セールスフォース・ドットコム、
株式会社ブイキューブ、rakumo株式
会社、ブレインハーツ株式会社 

＜東京とのテレビ会議の模様＞ 

＜高市大臣の視察模様＞ 

㈱セールスフォース・ドットコム資料より抜粋 

+31%  

生産性 
 (7ヶ月間平成27年10月1日～平成28年4月30日までの結果） 

社会貢献 • アプリ説明会 
• ITオフィス交流会 
• 地引き網 
• 祭り 
• 大相撲巡業 
• ビジター８０名+ 

• 清掃活動 

• 白良浜観光協会 

• 御所際 

• 朝活(事例、機能) 

• 地場企業訪問 

• SDR、BDRの交流 

• 家族との時間 

• 家族ぐるみ 

10h 13h 
自己投資 

64時間の活用方法 

24h 17h 

+20%  

ライフ 

地域交流 
商談件数 

契約金額 
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（参考）導入事例 北海道斜里町 働き方 

平成27年度 
•総務省「ふるさとテレワーク」事業 
•受け入れ団体の設立 

平成28年度 
•居住スペースの設置 
•モニターツアーの実施 

利用企業名 

サイボウズ 

トラウト 

ＪＴＢコミュニケーションデザイン 

テレワークマネジメント 

ウイルリンクシステム 

ネットリアル 

ＴＣＯ 

講談社 

ユープランニング 

日本航空 

トミオ 

ゾーホージャパン 

グーグル 

10年間、遊休施設だった 
旧法務局をオフィスに 斜里町 

横浜 
斜里町 

東京や大阪のオフィスと 
テレビ会議で常時接続 

中小から大企業まで、 
13社がテレワーク(6-9月) 

お客様との対応もTV会議 

28年7月～9月の利用企業 

平成27年度「ふるさとテレワー
ク」に取り組んだ北海道斜里町
は、今年度も引き続き、施設の
整備や企業誘致に取り組み、
地域での受入体制強化に取り
組む。 

27 
地域IoT実装推進タスクフォース（第１回） 資料１－５より抜粋 
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（本分野における課題） 
● 東日本大震災等の経験を踏まえ、複数の伝達手段の組み合わせにより、災害時に必要となる情報が住民に迅速かつ確実に届く環境を整備することが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 
● 災害発生時に、自治体等が放送局、ネット等の多様なメディアを通じ地域住民に対して災害時に必要となる情報を迅速かつ効率的に伝達することを目的とし  
   た共通基盤（Ｌアラート）を、都道府県、市町村、メディア等が導入。 

（実装による効用・効果） 
● 地域住民一人ひとりが、災害関連情報をわかりやすく、迅速かつ確実に受け取ることができるようになる。これにより、地域の防災力が高まり、 
   地域住民の安心・安全の確保に資する。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 
● Ｌアラートの運用都道府県数： ４１（２０１６年１０月末現在）→全都道府県（２０１８年度末目途） 
● Ｌアラートの情報伝達者数： ６３２者（２０１６年１０月末現在）→１，０００者 
● Ｌアラートの高度化システム（地図化等による災害情報の視覚化）の実装都道府県数： １５都道府県（全都道府県の約１／３） 

（実装主体） 
● 都道府県、市町村、ライフライン事業者、放送事業者、ネット事業者等 

（支援体制） 
● 情報発信者（自治体、ライフライン事業者等）及び情報伝達者（メディア等）が参加する地域単位の連絡会や、総務省、総合通信局等を通じて、自治体、ライフラ  
   イン事業者、メディア等への働きかけを強化。 

（２０２０年度までの工程・手段） 
● ２０１８年度末を目途に避難勧告等の災害情報を全国で確実に受け取ることができるよう、全都道府県における運用を開始。 
● 情報伝達者の全国的な参加を促進するとともに、避難情報等のみならず、ライフライン情報や生活支援情報といった多様な情報を迅速に受け取れるよう、情  
     報内容の拡充、合同訓練や研修等を実施。 
● ２０１７・２０１８年度において、避難情報を地図化によりわかりやすく受け取れるよう、災害情報の視覚化等のための実証を実施し、実装・普及展開を推進。 

防災① ＜Lアラート＞ 28 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課
題 

効 
果 

全都道府県における運用開始 
［運用開始準備中の残り６県について、その取組を注視］ 

情報伝達者の全国的な参加の促進 
［メディア等への働きかけ、広報戦略の強化等による情報伝達者の全国的な参加の促進］ 

高度化システムの普及展開の
促進［自治体等への働きかけ等によ

る実装・普及展開］ 

災害情報の視覚化、多様なメディアとの連携 
［地図化等による災害情報の視覚化、カーナビ・サイネージ等 
のメディアとの連携実現のための実証の実施（予算要求中）］ 

運用都道府県数 
全都道府県 

情報伝達者数 
１，０００ 

高度化システム 
実装都道府県数 
１５（約１／３） 

確
実
な
伝
達 

災
害
情
報
の
迅
速
・ 

情報内容の拡充、平時の体制強化［ライフライン事業者への働きかけ等による情報内容の拡充。 

地域単位の連絡会の開催、合同訓練や研修の定期的実施（予算要求中）等を通じた平時の体制強化］ 

地
域
防
災
力
の
向
上 

迅
速
・
確
実
な
受
取
り
に
よ
る 

わ
か
り
や
す
い
災
害
情
報
の 

 

達成 

防災 



Ｌアラートの概要 

● 自治体等が避難指示や避難勧告等の災害関連情報を放送局等の多様なメディアに対して迅速かつ効

率的に伝達することを目的とした共通基盤。情報発信者の負担軽減、情報伝達の効率化、地域住民の確

実・迅速な情報入手に寄与。 

【ＮＨＫデータ放送】 

【ヤフー携帯アプリ】 【ＦＮＮニュース】 

【Ｌアラートの概要】 
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沖縄 

三重 

青森 

秋田 

山形 

山梨 

富山 
石川 

熊本 

北海道 

山口 

千葉 

栃木 群馬 福井 

奈良 

和歌山 

岡山 

鹿児島 

佐賀 

長崎 

岩手 

福
岡 

宮城 

埼玉 

愛知 神奈川 

運用中・・・・ 41 

準備中・・・・   6 

福島 

茨城 

新潟 

長野 岐阜 

静岡 

東京 

滋賀 

京都 
兵庫 

鳥取 

大阪 

広島 

香川 

徳島 愛媛 
高知 

大分 

宮崎 

島根 

（参考）Lアラートの普及状況 30 

（平成２８年１０月末時点） 

＜Ｌアラートの運用状況＞ 

＜Ｌアラートの加入状況＞ 

  （平成２８年１０月末時点） 

利用者区分 加入数 

情報発信者（自治体等） ４４１ 

情報伝達者（メディア等） ６３２ 

その他 ５４ 

加入団体数合計 １，１２７ 

防災 



（本分野における課題） 

● 今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模災害への備えとして、災害時において自治体職員等が迅速かつ正確な情報収集や  

   被害予測、それらを踏まえた適切な避難勧告等の判断を行える環境の構築が必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● 地震・津波等による広域災害や緊急性を要する大規模災害に対して、津波の被害予測や地下街等の屋内における避難誘導、災害情報の一元化など 

   Ｇ空間情報（地理空間情報）とＩＣＴを連携させて構築する先端的な防災システムを導入。 

（実装による効用・効果） 

● 地域連携を図り、自治体職員等が津波の被害予測や災害状況、人の所在など災害時の判断に資する情報を取得することで、地域住民の迅速・適切な 

   災害情報の取得が可能となる。地域の災害に対する予測力・予防力・対応力が強化されることにより、被害の縮小と復興・復旧までの経済的・時間的ロ  

   スの最小限化を図ることで、地域住民の安心・安全の確保に資する。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● Ｇ空間防災システム実装自治体数：１２（２０１６年１０月時点）→１００ 

（実装主体） 

● 市町村、都道府県 ※Ｇ空間防災システムの実装には、自治体がそれぞれ単独でシステム実装する場合と、自治体が実装した周辺自治体に接続して利用する場合がある。 

（支援体制） 

● Ｇ空間情報センターと連携し、自治体等にセンターとの接続・活用の推進に向けた働きかけを実施。 

● 内閣府宇宙開発戦略推進事務局（スペース・ニューエコノミー創造ネットワーク（Ｓ－ＮＥＴ））と連携して普及啓発を推進。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● ２０１７年度から周辺自治体に先駆けた先導的な取組を行う自治体に対して補助事業によりシステム実装に必要な支援を実施。また、G空間防災シ 

     ステムの自律的実装を促進するため、関係省庁・組織と連携した普及啓発や、セミナーの開催等の周知啓発活動を実施。 

防災② ＜Ｇ空間防災システム＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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課
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システム 
実装自治体数 

１００ 

情
報
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・
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の
自
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体
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等
の 

G空間防災システムの普及展開の促進 
［関係省庁・組織と連携した普及啓発、セミナーの開催等］ 

G空間防災システムの実装 
［先導的な取組を行う自治体への補助（予算要求中）］ 

防災 



Ｇ空間防災システムの概要 

● 地震・津波等による広域災害や緊急性を要する大規模災害に対して、Ｇ空間情報（地理空間情報）とＩＣ

Ｔを連携させて構築する先端的な防災システム。G空間防災システムの活用による地域連携を図ることに

より、地域の災害に対する予測力・予防力・対応力を強化し、被害の縮小と復興・復旧までの経済的・時間

的ロスの最小限化を実現。 

動態データ 地図データ 
 

静態データ 

散在するＧ空間情報の自由な利活用を可能とする 

「Ｇ空間プラットフォーム」 

気象情報 ・・・ ハザードマップ 
情報 

プローブ情報 
基盤地図情報 
（国土地理院） 航空写真 ・・・ センサー情報 ・・・ 各種統計データ 都市計画図 地質情報 

 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

  

 

 
 

 

 
 

  

 

 

 
 

 

 
 

  

 
 

 

   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
   

【目的】 
波浪計等を活用した高精度 
災害予測及び避難誘導情報 
等の確実な提供 
 

【開発、実証要素】 
・波浪計等のﾃﾞｰﾀの即時収集 
・波浪ﾃﾞｰﾀによる精緻被害予測 
・準天頂衛星のﾒｯｾｰｼﾞ機能の 
 利活用 

【目的】 
地下街等の屋内空間における 
位置に連動した災害情報の提供 
 
【開発、実証要素】 
・屋内測位技術のｼｰﾑﾚｽ化 
・災害時等における情報伝達 
・平時/災害時の情報配信ｼｽﾃﾑ 
 の切替 

【目的】 
山間部や過疎地域等における豪
雨、洪水等の災害情報の迅速な
把握と適切な情報提供 
 

【開発、実証要素】 
・ＳＮＳのﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析による被災
状況等のＧＩＳ上への可視化 

・多層的かつ多様なﾒﾃﾞｨｱによる 
 位置に連動した情報伝達 

モデル２ モデル１ モデル３ 

Ｇ空間情報とＩＣＴを連携した防災力の強化 

「Ｇ空間防災システム」 
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（参考）G空間防災システムの普及状況 33 

＜G空間防災システムの普及状況＞ 

実装自治体数 

１２ 

※実装自治体には、システム導入自治体だけでなく 
システム導入自治体と接続することでシステムの利
用が可能となる自治体を含む。 

石巻市 

静岡市 

大阪市 

徳島県 高知市 

北九州市、直方市、
行橋市、香春町、 
苅田町、鞍手町 

人吉市 

防災 



（本分野における課題） 

● 農林水産業従事者の高齢化、新規就業者の減少による労働力不足・技術継承の危機・収益力低下といった課題を解決することが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● センサー、ビッグデータ等の活用により、農林水産業の生産性向上・高付加価値化を図ることのできるシステムを地域の農林漁業者等が導入。 

  例：熟練農家の技術・ノウハウの形式知化、トラクターの自動運転等に資する高精度測位の実現、クラウドとロボットセンサーを活用した森林資源の情報共有等、水産業における 

    リソース・シェアリング 

（実装による効用・効果） 

● 既存従事者は軽労化・省力化ができるようになり、新規就業者は高収益化・技術継承の簡易化により参入増加・早期育成が可能となり、農林水産業全体の魅力向上に寄与。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● スマート農業・林業・漁業モデル実装地域 ： ３0０地域 

（実装主体） 

● 農機メーカー、ＩＣＴ企業等（ガイドライン関係） 

● 農林漁業者、農業・林業・漁業組合、自治体（主に市町村）（優良事例の創出・成功モデルの普及展開関係） 

（支援体制） 

● 内閣官房、農林水産省、経済産業省及び総務省から構成される「農業情報創成・流通促進戦略関係府省連絡会議」において、スマート農業の推進に関する標準化ガイドライ  

  ンの策定、検証、普及等に取り組む。（ガイドライン関係） 

● 内閣官房、農林水産省、農業・林業・漁業組合等と連携して普及展開を推進。（優良事例の創出・成功モデルの普及展開関係） 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● 農業情報創成・流通促進戦略に基づき、2016年度までに農業情報に関するガイドライン（※）を策定するとともに、２０２０年に向けて関係省庁と連携したガイドラインの検 

   証・全国普及に取り組むことにより、新たなモデルの創出を促進。（※総務省は「環境情報のデータ項目」、「データ交換のインタフェース」を担当）（ガイドライン関係） 

● 地域の実情を踏まえたスマート農業・林業・漁業モデルを実装できるよう、新たな優良事例を発掘するとともに、周辺自治体に先駆けた先導的な取組を行う自治体に対して 

   補助事業によりシステム実装に必要な支援を実施。また、成功モデルの普及展開を促進するため、普及状況調査及びセミナーの開催等の周知啓発活動を実施。（優良 

   事例の創出・成功モデルの普及展開関係） 
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システム実装地域数 
３００ 

新
規
就
業
者
へ
の
技
術
継
承 

 

担
い
手
の
減
少
・
高
齢
化 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 
２０２０年度 

（達成すべき指標） 
課
題 

効 
果 

生
産
性
向
上
・
人
手
の
確
保 

軽
労
化
・
省
力
化 

地域の実情に応じた優良事例の創出 
［優良事例の発掘・表彰］ 

成功モデルの普及展開の促進 
［普及状況調査、セミナーの開催等の周知啓発活動］ 

 
関係省庁と連携したガイドラインの検証・全国普及 
［説明会等における周知、実態調査、必要な改訂等］ 
 

 

農業情報に関するガイドライン
の策定［農業ＩＣＴ標準化研究会に
よる検討］ 
 

成功モデルの実装 
［先導的な取組を行う自治体への補助（予算要求中）］ 

農林水産業 



スマート農業・林業・漁業モデルの概要 

● センサー、ビッグデータ等の活用により、農林水産業の生産性向上・高付加価値化を図るシステム。 

 水産業におけるリソース・シェアリング 

漁船漁業のための「うみのレントゲン」 

ＩＣＴを活用した資源管理システム・海洋観測システムで水産
資源・海洋環境を見える化。 

養殖業のための「うみのアメダス」 

 熟練農家の技術・ノウハウの形式知化 

高い生産技術を持つ熟練農家の技術・ノウハウをデータ化し、
一般の農家も活用可能とするシステム。 

「匠の技」に関する情報 「匠の技」の活用 

 トラクターの自動運転等に資する 
高精度測位の実現 

準天頂衛星やＧＰＳを活用した高精度測位システムの開発
等によって、トラクターの自動運転等を実現。 

トラクターの遠隔制御 

 クラウドとロボットセンサーを活用した森林
資源の情報共有と災害時の被害状況把握 

クラウド、ロボットセンサーを導入し、行政機関と資源生産事業
者との情報共有を促進するとともに、樹木の位置や種類等を
上空から柔軟に把握する体制を構築。 

（例） 

35 農林水産業 



効率的・効果的な鳥獣被害対策に貢献 

  塩尻市が同市内の北小野地区において、水田周辺に獣検知セ
ンサーや罠捕獲センサーを設置。 
 
  獣検知センサーが獣を検知すると、①サイレン音やフラッシュ光で
獣を追い払うとともに、②検知情報がクラウドを介して農家や猟友
会に地図付のメールで配信され、迅速な追い払いや捕獲に寄与。 
 罠捕獲センサーが罠に獣が掛かったことを検知すると、その情報
がクラウドを介して農家や猟友会に地図付のメールで配信され、罠
に掛かった獣の迅速な撤去に寄与。（平成24～25年度：計６匹を
捕獲） 

効率的・効果的な鳥獣被害対策に貢献 
（長野県塩尻市のセンサーネットワークを活用した鳥獣被害対策） 

北小野地区（稲作面積約27ｈａ（※1））における実証の結果、 
被害面積が減少、稲作収入の増大が期待。 

平成２３年度 
平成２４年度 
（実証１年目） 

平成２５年度 
（実証２年目） 

被害面積（※２）[％] ８５ ２０ ０ 

稲作収入（※３）[万円] ３５４ １,８９０ ２,３６２ 

※１ 塩尻市全体の稲作面積（約７００ｈａ）の約４％  ※２ 地元農家への聞き取り調査に基づき、日本ソフトウェアエンジニアリング株式会社が推計 
※３ 耕作可能面積及び１ｈａ当たりの平均稲作収入を基に、日本ソフトウェアエンジニアリング株式会社が推計 

 クラウド 

追尾センサー 

サイレン音 
フラッシュ光 

（参考）導入事例① センサーネットワークによる鳥獣被害対策  36 農林水産業 



（参考）導入事例② クラウドとロボットセンサーを活用した森林資源の情報共有等 

 岡山県真庭市は、美作（みまさか）地方に位置する地方都市（成熟都市）であり、面積の8割を森林が占める。 
 木材産業が発展しており、木質バイオマス発電所が平成27年度より稼働。燃料等森林資源の安定供給が課題。 
 過去に、大型台風の襲来による大規模な風倒木被害が発生。資源保全・土砂災害防止の視点から対策が必要。 

クラウドを活用した森林資源の情報共有 

 地番現況図を共通IDとした森林林業クラウドを導入し、行政機関と資源生産事業者との情報共有を促進。 
 ロボットセンサー（UAV）を導入、樹木の位置や種類等を上空から柔軟に把握する体制を構築。 
 上記を災害時に活用し、風倒木や土砂災害発生箇所を迅速に把握し、関係者にて共有。 

実
証
内
容
 

課
題
 

成
果
・
効
果
 

 森林組合が土地所有者情報を把握する際、従来は１区画に２人がかりで終日（８時間程度）費やしていたが、森林林業
クラウドを用いた地番現況図の閲覧によって、簡易な画面上の操作（１分程度）で作業を完了させることが可能となった。 

 また、森林資源の分布（樹木の種類別面積、生育状況等）を把握する際、従来は１区画に２人がかりで終日（８時間程
度）費やしていたが、ロボットセンサーを用いた空中写真等、森林林業クラウドに蓄積された情報の活用により、簡易な
画面上の操作（１分程度）で作業を完了させることが可能となった。 

森林資源量の把握・関係者間の共有 
森林林業クラウド ロボットセンサー 

森林資源の有効活用 
木質バイオマス発電等への 
燃料安定供給 

岡山県真庭市は、総務省からの支援により、ＩＣＴ街づくり推進事業（H25年度）を実施。 

37 農林水産業 



うみのレントゲン 
・なまこ資源のV字回復（1.6倍）、1.4億円のなまこ貯蓄 
・漁業協同組合など全国の30団体（計158隻）に技術移転 

うみのアメダス 
・従来の海洋観測ブイの10分の1の価格、50分の1のランニングコスト 
・延べ326基のユビキタスブイによる全国沿岸の水温観測網を構築 

課題：沿岸漁業の厳しい現状↘ 
・漁業者の高齢化、後継者不足  競争的な漁業 
・海洋環境の変化、水産資源の減少  勘と経験の専有 

・燃油の高騰、魚価の低迷   （変化に弱い） 

 
解決：沿岸漁業の明るい未来↗ 
・IT漁業による技術継承、後継者育成   協調的な漁業 
・IT漁業による生産管理、資源管理  情報と資源の共有 

・IT漁業による効率化、高付加価値化  （変化に強い） 

 

IT漁業 
・ICTの役割：水産資源と海洋環境を見える化すること 
・漁業者の役割：持続的な沿岸漁業に取り組むこと 養殖業のための「うみのアメダス」 

※ ICTを活用した海洋観測システムで海洋環境を見える化 

漁船漁業のための「うみのレントゲン」 
※ICTを活用した資源管理システムで水産資源を見える化 

水産業におけるリソース・シェアリング（情報と資源の共有） 
（北海道発！IT漁業プロジェクト） 

「勘」と「経験」と「情報」による持続可能な沿岸漁業を実現！ 

なまこ資源の推移（留萌市） 

UP! 

（参考）導入事例③ 水産業におけるリソース・シェアリング  38 農林水産業 



（本分野における課題） 

● 地域の人口が減少する中で、生産性の向上や域内での消費に留まらない国内外の需要の取込みを図り、地場産業等の持続的成長を実現することが   

   必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● インターネット通信販売による国内外への特産品の販売や、生産・加工・販売工程における各事業者を一体化し高付加価値化を実現するマッチング、顧 
   客データの分析による収益性改善等、データ利活用や情報発信により地域ビジネスの活性化を実現するシステムを導入。 

（実装による効用・効果） 

● ＩＣＴを利活用して、域外への販売や、生産者（１次）、加工者（２次）、流通・販売者（３次）、消費者とのマッチング、仕入れの適正化や顧客に合わせた商品 

   提案等を行うことにより、生産性の向上や商圏の拡大を図ることで売上増加に貢献。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 地域で活動する企業におけるＩＣＴ端末・サービスの利活用状況を全国区に展開する企業と同程度まで引き上げ 

 （参考）ホームページの開設：地域企業７２．９％、全国区企業８１％ インターネット取引の実施：地域企業２８．７％、全国区企業３５％ 

    クラウドコンピューティングの活用状況：地域企業２０．５％、全国区企業２８％ ※数字は平成２７年版情報通信白書によるもの 

（実装主体） 

● 地域で活動する企業（特に地場産業従事者）、都道府県、市町村、ｅコマース事業者等 

（支援体制） 

● 商工会議所、農業・林業・漁業組合、自治体等と連携して、普及啓発を推進。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● 地域の実情を踏まえた地域ビジネス活性化モデルを実装できるよう、新たな優良事例を発掘するとともに、成功モデルの普及展開を促進するため、

普及状況調査及びセミナーの開催等の周知啓発活動を実施。 

地域ビジネス① ＜地域ビジネス活性化モデル＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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課
題 

効 
果 

地域で活動する企業
におけるICT端末・
サービスの利活用状
況を全国区に展開す
る企業と同程度まで

引き上げ 

売
上
減
少 

地
域
内
に
お
け
る 

域
外
か
ら
の
売
上
増
加 

生
産
性
向
上 

地域の実情に応じた優良事例の創出 
［優良事例の発掘・表彰］ 

成功モデルの普及展開 
［普及状況調査、セミナーの開催等の周知啓発活動］ 

地域ビジネス 



地域ビジネス活性化モデルの概要 

● インターネット通信販売による国内外への特産品の販売や、生産・加工・販売工程における各事業者を

一体化し高付加価値化を実現するマッチング、顧客データの分析による収益性改善等、データ利活用や

情報発信により地域ビジネスの活性化を実現するシステム。域外の需要も取り込み、生産から販売までの

効率化を図ることで、生産者の収入増等につなげる。 

（例） 

40 

国内外のネット通販サイトに複数店舗展開し、
全国への顧客拡大や海外からの売上増に
貢献。 

顧客データの分析による 
収益性の改善 

インターネット通信販売による 
国内外への販売 

生産販売工程における事業者間の
マッチング 

生産・加工・販売を一体化して付加価値を
高め、新たな産業を創り出すことのできる６
次産業化を推進するため、ウェブサイト等に
よるマッチングの場を提供。 

ＰＯＳデータを活用し、販売数量予測に基づ
く効率的な仕入れや、購買履歴を参照した
商品提案により、収益性改善や客単価向上
を実現。 

出典：信州6次産業化推進協議会 

生産 

加工 

流通・販売 

× 

× 

地域の特産品 

複数のウェブサイトに店舗展開 

海外売上増 全国から顧客獲得 

POSシステム 

顧客データの分析 

出典：スーパーまるまつ、（株）日本能率協会コンサルティング 出典：久谷物産（株）（和座本舗） 

地域ビジネス 



（本分野における課題） 

● 地域の活性化を一層推進する必要から、住民サービスの向上や地域経済の活性化・好循環の拡大を図るため、マイナンバーカードを活用した自治体 

   と地域商店街等とのサービス連携の実施等を講じることが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● 図書館など公共施設の利用や商店街等での自治体ポイントの活用等、マイナンバーカードを様々なサービスに呼び出す共通ツールとして利用するため  

   の情報基盤を構築。 

（実装による効用・効果） 

● マイナンバーカード１枚で全国の公共施設、商店街等の利用が可能となり、併せて、民間事業者（クレジット会社、航空会社等）が発行するポイントを地域  

   経済応援ポイントとして自治体ポイントに合算し、地域商店街等で活用できるようになる。これらにより、①地域商店街等での好循環の強化（地域商店街  

   売上増）、②地方への新たな民間資金の導入、③公共施設等の活性化が図られ、充実した暮らしと地域経済好循環の拡大を実現する。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● ポイント導入自治体数： １，３０３団体 

（実装主体） 

● 都道府県、市町村、地域商店街 

（支援体制） 

● 総務大臣が主宰する「個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進の在り方に関する懇談会」の下に設置される「地域経済応援ポイント仕 

   様検討会議」、「自治体ポイント管理クラウド等仕様検討会議」において、具体的な事業内容を検討する。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● マイナンバーカード１枚による全国の公共施設及び商店街での利用や、地域商店街等での地域経済応援ポイントの活用を実行するため、２０１７年度に全 

   国各地の自治体で実情に応じた実証事業を展開する。実証事業で構築された内容を踏まえ、本事業の普及展開を推進する。 

地域ビジネス② ＜マイキープラットフォーム＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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課
題 

効 
果 

システム実装・地域実証 
［システム構築及びシステムテスト、全国 
の自治体・商店街等への説明を経て、 
全国各地の自治体で実情に応じた実証 
事業を展開］ 

ポイント導入 
自治体数 
１，３０３団体 

の
衰
退 

商
店
街 

売
上
増 

地
域
商
店
街 

 

普及展開 
［全国各地の自治体等での実証事業で構築された実施内容について、全国
の自治体・商店街への情報提供を通じ、本事業の普及展開に資する］ 

地域ビジネス 



マイキープラットフォームの概要 

● 図書館など公共施設や商店街等でのマイナンバーカードの活用や、自治体ポイントの活用等、マイナン

バーカードを様々なサービスに呼び出す共通ツールとして利用するための情報基盤。これを構築すること

で地域商店街等での好循環の強化等を図る。 

42 地域ビジネス 



（参考）自治体ポイントの導入状況 43 地域ビジネス 



（本分野における課題） 

● 近年、観光客のニーズが多様化・細分化していることから、既存の観光スポットのみにとどまらず新規の観光スポットについて開拓・情報発信することで
新たな観光需要創出・観光消費の増加を実現することが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● 地域の公共及び民間の保有する観光情報のデータを利活用し、観光客が地域の生きた情報を基に自らのニーズにマッチした観光地を発見できるシス 

   テムを導入。 

（実装による効用・効果） 

● 観光客のニーズに合わせた情報を提供することにより、新規の観光需要創出を含む、域外からの観光客（観光交流人口）の増加や、観光消費の増加に
貢献。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 観光クラウドのシステム実装団体数： ４８団体（２０１６年１０月時点）→１５０団体 

（実装主体） 

● 都道府県、市町村、観光協会、民間企業、ＮＰＯ等 

（支援体制） 

● 都道府県、市町村、観光協会、旅行代理店、地場産業従事者等と連携して普及啓発を推進。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● 地域の実情を踏まえた観光クラウドモデルを実装できるよう、新たな優良事例を発掘するとともに、２０１７年度から周辺自治体に先駆けた先導的な取組 

     を行う自治体に対して補助事業によりシステム実装に必要な支援を実施。また、成功モデルの普及展開を促進するため、普及状況調査、セミナー 

     の開催等の周知啓発活動を実施。 

観光① ＜観光クラウド＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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課
題 

効 
果 

システム実装団体数 
１50 

地
域
の
観
光
情
報
発
信 

観
光
消
費
の
増
加 

観
光
客
の
増
加 

成功モデルの実装 
［先導的な取組を行う自治体への補助（予算要求中）］ 

地域の実情に応じた優良事例の創出 
［優良事例の発掘・表彰］ 

成功モデルの普及展開の促進 
［普及状況調査、セミナーの開催等の周知啓発活動］ 

観光 



観光クラウドの概要 

● 地域の公共及び民間の保有する観光情報のデータを利活用し、観光客が地域の生きた情報を基に自ら

のニーズにマッチした観光地を発見できるシステム。観光客のニーズに合わせた情報を提供することによ

り、域外からの観光客の誘致や、観光消費の増加に貢献。 

45 

（例） 

観光 



  県外からの観光客の増加：１０％増 
  観光消費の増加：宿泊費： １９％増 
             域内交通費： ２４％増 

観光客誘致による地元消費増加に貢献 
（青森県発の民間による自立運営型の観光クラウドの全国展開） 

基本的な観光スポット 
情報を自治体や公共 
セクターがデータ提供 

食べる、遊ぶ、買う等の
追加情報を地元の店等
が掲載可能 

鮮度の高い地元情報にも接することが可能 
効率的な旅行計画が作成可能 

  

地元ならではの
情報を発信 

観光クラウド 
地域の公共及び民間の保有する 
観光情報を様々な角度から提供 

スマホ等で閲覧 

利用者 
（旅行者） 

自治体 
公共セクター 

地域住民 民間 
セクター 

平成24年青森県観光入込客統計等より作成 

 観光客が地元の生きた情報を基に 自在
に観光ルートを設計できるシステムを民間
ベースで開発 
 
 自治体や観光協会等が連携し、域内の
観光情報を発信・掲載、埋もれた  観光
スポットの開拓にも貢献 
 民間ベースで自立的に運営し、効果的に
観光客を誘致 

・利用者本位の生きた情報を表示
し、周遊動線を誘導 

・域内の埋もれた観光スポットに
観光客を誘致 

観光ルート設計時の画面 

青森県発の観光クラウドが 
全国４８の地域・団体※に展開 
  ※岩手県、宮城県、福島県、群馬県、静岡県、愛媛県、山口県等  
                            （平成28年11月末現在） 

青森県内30市町村・団体に展開 
域外からの観光客の誘致、 

地元における消費の増加に貢献 

（H23→H24） 
※レンタカー含む 

（参考）導入事例 地域の埋もれた魅力を浮上させる青森県観光モデル 46 観光 



（本分野における課題） 

● 訪日外国人が感じる日本滞在時における課題としては、「無料公衆無線ＬＡＮ環境」、「施設等のスタッフ等とコミュニケーション」、「多言語表記」等 
 が挙げられており、これらの課題を解消し、訪日外国人がストレスなく過ごすことが可能となる環境を構築することが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● スマートフォンや交通ＩＣカードを活用した、個人の属性（母国語や障がいの程度等）に応じた情報提供を実現するため必要となる共通クラウド基盤を導入。 

（実装による効用・効果） 

● ＩｏＴおもてなしクラウドを利用することにより、地域の中小企業事業者等が、個人の属性に応じたサービスを提供することが可能となる。また、デジタルサイ  

   ネージ標準システム相互運用ガイドラインに準拠したデジタルサイネージにより、Ｌアラートや自治体の災害情報等をデジタルサイネージに一斉配信 
 することが可能となるとともに、訪日外国人の使用言語等個人の属性に応じた情報配信が可能となる。これらにより、訪日外国人が移動、宿泊、観光等  

   でストレスなく過ごすことができることとなる。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 実証実験の結果を踏まえ検討 

（実装主体） 

● 都道府県、市町村、民間事業者等 

（支援体制） 

● 総務省、クラウド構築事業者等から構成される(一社)ＩｏＴサービス連携協議会において、ＩｏＴおもてなしクラウドの周知・広報を実施。 

● クラウド構築事業者等から構成される(一社)デジタルコンソーシアムにおいて、地域におけるサービスの開発を円滑に推進。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● ２０１６年度にＩｏＴおもてなしクラウドを構築し、実証実験を行う。２０１７年度は、前年度の実証実験の結果を踏まえＩｏＴおもてなしクラウドの機能拡充を行い、 
 多様な地域での実証を行う。さらに、２０２０年までの社会実装に向け、継続的、自立的な展開を後押しする。 

観光② ＜おもてなしクラウド＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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課題 
効 
果 

実証実験の結果を 
踏まえ検討 

社会実装に向けた取組の推進 
[事業者による継続的、自律的な展開を後押し] 

持
続
的
成
長 

経
済
の
活
性
化
・ 

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
の
拡
大 

共通クラウド基盤の構築・機能拡大 
[ＩＤ連携、属性情報の管理等（予算要求中）] 

の
提
供 

情
報
・
サ
ー
ビ
ス 

応
じ
た
最
適
な 

個
人
の
属
性
に 地域実証の実施 

[多様な地域における実証（予算要求中）] 

観光 



おもてなしクラウドの概要 48 

● スマートフォンや交通ICカードを活用した、個人の属性（母国語や障がいの程度等）に応じた情報提供

を実現するため必要となる共通クラウド基盤。訪日外国人の方が、入国時から滞在･宿泊、観光、出国まで、

ストレス無く快適に過ごすことが可能となる環境の実現を目指す。 

観光 



 
 
 
 
 
 

・ 属性情報やリアルタイムな 
動線情報に応じた適切な 
サービス・情報の提供 

・ 目的地までの自動ナビゲー 
ションや入場・決済等の 
簡略化                      など 

千葉・幕張・ 
成田地区 

(一社)おもてなし 
ICT協議会 

 

・  ホテルやのチェックイン 
手続きや販売店での免税手
続きを効率化 

・  レストランにおける言語・ 
食の禁忌などに対応したメ
ニュー表示        など 

六本木 ・虎ノ門 
エ リ ア 

(一社)ジャパンショッピン
グツーリズム協会 

 

・ デジタルサイネージを連携し、
緊急災害時等の情報を多言
語でリアルタイムに一斉配信。 

・ デジタルサイネージとスマホ
の連携による観光情報等の
最適な入手        など 

竹芝エリア 

(一社)CiP協議会 

 

総務省 

各実証地域の連携 
事業実施主体：㈱三菱総合研究所 

共通クラウド基盤整備事業 

 

 
・ 街のイベント入場時にICカー

ドやスマートフォン等で楽し
む仕組みを構築 

・ 回遊行動誘発拠点において、
属性情報に応じたコンテン
ツを配信         など 

渋谷地区 

(一社)渋谷クリエイティブ
タウン 

総務省 

交通系ＩＣカードと各サー
ビスＩＤを紐付け、様々な
利便性を向上 

共通クラウド基盤 
事業実施主体：㈱ジェピコ 

推進団体：(一社)IoTサービス連携協議会 
（IoTおもてなしクラウド） 

（ＩＤ連携、属性情報の入手・管理） 

（実証内容例） 

 

・ 美術館の入館チケットの電
子化、チケットレス入場 

・ 属性情報に応じた表示言語、
表示内容等の最適化 など 

(一社)IoTサービス 
連携協議会 

乃木坂エ リ ア 

港  区  地  区 

地 域 実 証 事 業 

 （参考）ＩｏＴおもてなしクラウド事業の全体像・推進体制について 49 観光 



（本分野における課題） 

● 訪日外国人観光客への応対における地域の観光情報発信力の向上、受入環境の整備をすることが必要。 

（実装を目指す「地域ＩｏＴ分野別モデル」） 

● 様々な言語を話す訪日外国人への対応等で活用できる、人間の声を認識し文字に変換する音声認識技術、認識された文字を相手の言語の文に翻 

   訳する機械翻訳技術、翻訳された文を相手の国の言語の音声で出力する音声合成技術を行うクラウド型翻訳サービスプラットフォームを導入。 

（実装による効用・効果） 

● 訪日外国人が日本滞在中に困ったことの上位に「言葉が通じないこと」、「コミュニケーションがとれないこと」が挙げられており、多言語音声翻訳システ  

   ムを利用することにより、これらの需要に対する対応が可能になり、地域の観光客数、観光消費の増加に資する。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 翻訳システム導入機関数：100 

（実装主体） 

● 民間事業者等 

（支援体制） 

● 国立研究開発法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）において、対応分野、対応言語の拡大、翻訳精度の実用レベルまでの向上。 

● グローバルコミュニケーション開発推進協議会において、研究開発等の成果を様々なアプリケーションに適用して社会展開するために必要な検討を行う。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● 医療やショッピング等の旅行分野以外の会話の翻訳精度を向上させ、訪日外客の多い１０言語※について実用レベルの翻訳精度を達成する。 

● 産学官の連携により、多様なアプリケーションの社会実証を集中的に実施する。 

   ※ 日、英、中、韓、タイ、ベトナム、ミャンマー、インドネシア、フランス、スペインの１０言語間の翻訳。 
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観光③ <多言語音声翻訳> 

 

翻訳システム 
導入機関数 

１００ 

実装・普及展開 
［公共交通機関、自治体でのさらなる普及展開等］ 

多言語音声翻訳技術の研究開発・技術実証
（予算要求中） 

大規模実証・改善 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

課題 
効 
果 

観光 



多言語音声翻訳の概要 51 

現在 

 一部テキスト入出力のみを
含めて31言語に対応 

 日英中韓を含め10言語の旅

行会話で実用レベル（英語は
TOEIC600点レベル）の翻訳が
可能 
（音声認識、翻訳に 
人工知能を活用） 

スマートフォンアプリ 
VoiceTra 

2020年 

研究開発と大規模実証を経て、 
東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開
催される2020年までに社会実装  

→ 全国展開 

 医療など、旅行会話以外の翻
訳を可能にする 

 実用レベルで翻訳可能な言語
数を拡大する 

 多様な言い回しへの対応や、
雑音除去、自動学習等の研究
開発 

 プラットフォームとして広く利用
を解放 

性能向上に向けた取組 

空港 

スポーツイベント 
成田空港専用翻訳
アプリ”NariTra” 

(NICTが技術移転) 

京急電鉄は乗換や
遺失物等の案内に
試験活用 

東京メトロは同
社管理の全170
駅に導入 

岡山県警が、地
理案内、遺失物
申請等に活用 

警察 

東京マラソン
2015、2016で救

護所やボラン
ティアが活用 

鉄道 

（写真：山陽新聞報道） 

©一般財団法人 東京マラソン財団 

● 人間の声を認識し文字に変換する音声認識技術、認識された文字を相手の言語の文に翻訳する機械

翻訳技術、翻訳された文を相手の国の言語の音声で出力する音声合成技術を行うクラウド型翻訳サービ

スプラットフォーム。様々な言語を話す訪日外国人への対応等に活用し、我が国の魅力を一層向上させる

ことを通じて、観光産業の活性化や地方創生に貢献。 

※  総務省所管の国立研究開発法人 情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）を中心に、「言葉の壁」を越えたコミュニケーションの実現を目
指した「多言語音声翻訳システム」を開発。現在は無料のスマホアプリVoiceTraとして観光分野や公共施設等での利用が拡大。
プラットフォームとして広く利用を解放し、2020年までに社会実装を実現する「グローバルコミュニケーション計画」を推進。 

観光 



平成27年8月1日から全駅においてiPad の活用を開始。

訪日外国人との円滑なコミュニケーションを支援するツー
ルとして「VoiceTra」を導入。 

東京メトロ 

【出典】 同社ホームページ 

上信電鉄 

【出典】 同社ホームページ 

京急電鉄 

【出典】 京急電鉄より提供 

品川駅、羽田空港国際線ターミナル駅の改札、忘れ物センター
で片言での対応が困難な場合や、インフォメーションセンターで
英・中・韓いずれも話さない旅行者の対応に使用している。 

富岡製糸場の世界遺産登録で、外国人の乗客が増加したこ
とに対応するため、高崎駅及び上州富岡駅で使用している。 

成田空港 
ターミナル内の巡回案内スタッフが「iPad」を活用して、フライト情
報や施設情報等を案内。多言語音声翻訳アプリ「NariTra」も活
用し、中国や韓国からの来客にも案内を行っている。 

【出典】 成田空港ホームページ 

成田国際空港のホームページでアプリを紹介 
Google  PlayやApp  storeでダウンロード可能 

羽田空港国際線ターミナル駅 
（改札、インフォメーションセンター） 

品川駅 

（参考）導入事例 多言語音声翻訳 52 観光 



ＩｏＴ基盤 

53 



（実装を目指すＩｏＴ基盤） 
● 救急救命・災害対応における消防力の最適化実現モデル、海洋ビックデータを活用した効率的な出漁・漁獲及び産地直送ビジネスを実現するモデルな 
   ど、生活に身近な分野におけるＩｏＴサービスの創出・展開に当たって克服すべき課題の解決に資する参照モデル。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 
● データ利活用の促進等のために明確化するルールの数：２０ 
● 参照モデルの実装数：５0 

（実装主体） 
● 地方自治体、大学、データを扱うユーザ企業等 

（支援体制）  
● ＩｏＴ推進コンソーシアム スマートＩｏＴ推進フォーラム 研究開発・社会実証プロジェクト部会 「身近なＩｏＴプロジェクト」において、「ＩｏＴサービス創出支援事 
   業」により構築された参照モデルの展開及び必要なルールの整備等に関するフォローアップを実施。 

（２０２０年度までの工程・手段） 
● 生活に身近な分野におけるＩｏＴサービスの創出・展開を後押しするため、「ＩｏＴサービス創出支援事業」（地域実証事業）を通じて参照モデルの構築及び 
   必要なルールの明確化等を行う。２０１７年度以降は、構築した参照モデルの地域実装を推進するとともに、明確化されたルールについて、必要な整備、  
     調整、働きかけ等を行う。 
● スマートハウスに関するリスクマネージメントに関して、模擬施設を活用し、技術的な対処、社会的・経済的方策、国際標準化に関して検討する。 
● （１）電気通信事業者によるパーソナルデータ（位置情報等）の運用ルール、（２）企業間及び企業と消費者間でのパーソナルデータ（位置情報等）の取扱 
    い等について明確化を図る。 
● 改正個人情報保護法を踏まえた、視聴履歴や操作履歴等の個人情報の取扱い（放送分野ガイドラインの改正）について検討する。 
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２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

明確化する 
ルールの数：20 
参照モデルの 
実装数：5０ 

モデルの地域実装、ルールの整備、働きかけ等 
［構築した参照モデルの地域実装の推進、明確化されたルールに 
ついて、必要な整備、調整、働きかけ等を実施］ 
 

 ＩｏＴサービス創出のための地域実証を通じた参照モデル構築、
ルール明確化等  

● 生活に身近な分野における先導的なＩｏＴサービスの実証事業に取り組み、当該サービスの創出・展開に当たって克服すべき課題の解決に資
する参照モデルを構築するとともに、データ利活用の促進等に必要なルールの整備等につなげる。これにより、全国各地域発の新たなＩｏＴサー
ビスが数多く生まれ、国民生活の利便向上や企業活動の効率化・付加価値向上等につながるとともに、分野・地域をまたがるデータ利活用の
仕組み（エコシステム）が整備されることなどが期待される。 

IoT基盤 



利活用ルールの概要 55 

● 生活に身近な分野における先導的なＩｏＴサービスの実証事業に取り組み、当該サービスの創出・展開

に当たって克服すべき課題の解決に資する参照モデルを構築するとともに、データ利活用等を促進する

ために必要なルールの明確化等を実施。 

衛星

ウェアラブル端末 コネクテッドカー

ロボットセンサー

ドローン スマートフォン

IoTサービスの創出・展開に向けた実証事業

データ利活用ルールの明確化等リファレンス(参照)モデルの構築

・・・

・・・・

人手不要の農機操作・家畜の個体管理

クラウド
サーバ

電気自動車充電
燃料電池
蓄電池

太陽光発電

スマート家電

センサー

「見える化」による電気代節約、遠隔による見守り等

遠隔
操作見守り

スマートホーム（家庭） 農業（食）

Wi-Fi

ＩｏＴサービス創出支援 

IoT基盤 



（参考）身近なＩｏＴプロジェクトの実施状況 56 

新潟県見附市等（医療） 

福岡県福岡市（都市） 

福岡県朝倉市（農業） 

宮城県東松島市（農業） 

福島県会津若松市（医療） 

神奈川県南足柄市（教育） 

静岡県及び関東地方（放送） 

沖縄県那覇市及び 
東京都目黒区（家庭） 

● ２０１６年６月から、医療、農業（食）など生活に身近な分野において、地域発の先導的なＩｏＴサービスの

創出・展開を後押しする実証事業を「身近なＩｏＴプロジェクト」として、全国各地の８チームで実施中。 

IoT基盤 



IoT基盤 ＜セキュリティ> 

 

２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 

￥
 サイバーセキュリティ確保のための対応体制強化 

［ＩｏＴ注意喚起、情報共有等］ 

実践的サイバー防御演習 
［官公庁、地方公共団体、重要 
インフラ企業等を対象とした演習］ 

● 巧妙化・複雑化するサイバー攻撃に対応するため、国立研究開発法人情報通信研究機構(ＮＩＣＴ)にナショナルサイバートレーニング 
 センター(仮称)を設置し、実践的なサイバー防御演習や若手セキュリティエンジニアの育成等を行うとともに、IoT機器の脆弱性に関す 
 る注意喚起等の取組を実施することにより、ＩｏＴ時代における我が国のサイバーセキュリティの確保を図る。 

（実装を目指すIoT基盤） 
● ＩｏＴ時代における我が国のサイバーセキュリティの確保に向けたセキュリティ人材の育成やＩｏＴへの新たな脅威に対する対策強化の取組。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 
● 演習受講者数（国の行政機関及び地方公共団体等）  年間 １,２００人以上（２０１６年度）→年間 3,000人以上※  

    ※ 国の行政機関、地方公共団体等の公的な機関を中心に演習を行うとともに、重要インフラ事業者に対しても演習を行い、自主的な取組を後押しする。 

● 脆弱なＩｏＴ機器に関する国民及びメーカへの周知徹底※  

      ※ ＩｏＴ注意喚起の取組は２０１６年度から開始して間もないため、脆弱性の定義や対象となるＩｏＴ機器の範囲等、具体的な指標については今後の取組を通じて検討 
        していく。 

（実装主体） 
● ＮＩＣＴ 
● ＩＳＰ等民間事業者 

（支援体制） 
● 内閣サイバーセキュリティセンター、セキュリティの人材育成に関わりの深い教育機関、民間企業及び公的機関等と連携して、セキュリティ人材を育成。 
● 通信、放送、ＳＩ・ベンダ、セキュリティベンダを会員とする一般社団法人ＩＣＴ-ＩＳＡＣと連携して、サイバーセキュリティ確保のための対応体制を強化。 

（２０２０年度までの工程・手段） 
● ＮＩＣＴにナショナルサイバートレーニングセンター（仮称）を設置し、我が国における最新のサイバー攻撃を分析し、その結果を踏まえた演習シナリオにより 
   国の行政機関、地方公共団体、独立行政法人等のＬＡＮ管理者を対象にした実践的サイバー防御演習を行うとともに、若手セキュリティエンジニアの育成 
   等の人材育成の取組を実施する。 
● 我が国におけるサイバーセキュリティ確保のため、インターネット利用者に対するマルウェア感染やＩｏＴ機器の脆弱性等に関する注意喚起等を行う取組や、 
   サイバー攻撃等の情報を収集・解析しＩＳＰやセキュリティベンダ等の関係者間で情報を共有することで、適切な対策を促す取組等を実施する。 
● ＩＳＡＣ間の情報共有の支援や人材育成の取組の海外展開等、サイバーセキュリティ分野における国際連携を推進する。 

ナショナルサイバートレーニングセンター（仮称）による人材育成 
［実践的サイバー防御演習、東京オリパラの適切な運営に向けたセキュリティ人材の育成、
若手セキュリティエンジニアの育成］ 
 

演習受講者数 
年間3,000人以上 

脆弱なIoT機器に関する 
国民及びメーカへの周知徹底 

IoT基盤 



セキュリティ ＜ナショナルサイバートレーニングセンター（仮称）による人材育成＞ 58 

実践的な防御演習 

Guard! Attack! 

 放送環境 

チケット販売 

公式HP 

WiFi・通信環境 

社会インフラ 

避難・誘導 

東京大会に向けた人材育成 若手セキュリティエンジニアの育成 

新世代超高速通信網 
NICT 「JGN」 演習受講模様 

サイバー攻撃への対処方法を 
体得 

全国11カ所から演習環境
に接続し、サイバー防御演

習(CYDER)を実施 

＜取組の現状（実践的な防御演習）＞ 
平成27年度：約80組織、約200人に対し演習を実施 
平成28年度：400組織、1200人以上に対し演習を実施見込み 

 

● 官公庁、地方公共団体、独立行政法人及び重要インフラ企業等に対するサイバー攻撃について、実践
的な演習を実施 

● ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の適切な運営に向けたセキュリティ人材の育成 

● 若手セキュリティエンジニアの育成 

 

IoT基盤 
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● IoT機器のセキュリティ対策は、機能・性能が限定的な機器も多い上、IoT機器のメーカ、システム構築

業者、サービス提供者等が複雑に連携して構築されており、従来のPCのようなセキュリティ対策が困難。 

● こうした課題に対処するため、ネットワーク上の脆弱なIoT機器の調査及びユーザへの注意喚起等、業

界を超えたIoT機器に関するセキュリティ対策の調査・取組等を実施。  

セキュリティ ＜サイバーセキュリティ確保のための対応体制強化(IoT注意喚起)＞ 

○ IoT機器ユーザへの注意喚起のイメージ （ブロードバンドルータの例）  

ユーザ 
脆弱性を有する 

ルータ 認証情報を 
不正入手 悪意の 

第三者 

ICT－ＩＳＡＣ 

ISP 

ネットワークから 
脆弱性を有するルータの 

有無を調査 

IPアドレス・ 
タイムスタンプの 

情報をもとに利用者を特定 

注意喚起 

発見したルータの 
IPアドレス・ 

タイムスタンプを通知 

ルータ 
メーカー 

攻撃 

周知 

連携 
１ 

２ 

２ 

３ 

４ 

IoT基盤 



（実装を目指すＩｏＴ基盤） 
● 医療、教育、農業など幅広い分野において活用され、それぞれの分野における多様かつ膨大な情報の流通・利活用に係る参照   
   モデル。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 
● 国立研究開発法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）が実施する新技術開発施設（ＩｏＴテストベッド）供用事業によるテストベッド 
     整備数１０・利用者数１０0 

（実装主体） 
● 民間企業、一般社団／財団法人、第三セクター等 

（支援体制） 
● ＮＩＣＴにおいて、有識者で構成される評価委員会の助言等を受け、ＩｏＴテストベッドの整備等を支援 

（２０２０年度までの工程・手段） 
● ＮＩＣＴは、異業種のベンチャー・中小企業等がＩｏＴサービスの創出に向けた開発・実証に取り組むフィールドとなるＩｏＴテストベッド（Ｉｏ 
   Ｔの実現に資する新たな電気通信技術の開発・実証のための施設）の整備等に対する助成金交付等の支援を行う。その際、開  
   発・実証された新たな電気通信技術が、医療、教育、農業など幅広い分野において活用され、それぞれの分野における多様か 
     つ膨大な情報の流通・利活用に係る参照モデルの構築やルール整備につながるよう配慮する。 

IoT基盤 ＜テストベッド＞ 60 

テストベッド整備数 
10 

テストベッド利用者数 
１００ 

参照モデル構築、ルール整備等 
［幅広い分野における多様かつ膨大な情報の流通・
利活用に係る参照モデルの構築やルール整備等］ 

 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

ＩｏＴテストベッドの整備・供用、新たな電気通信技術の開発・実証    

● ＩｏＴの実現に資する新たな電気通信技術の開発・実証のための施設（テストベッド）の整備・供用による新技術・新事業の 
 創出を支援する。これにより、全国各地域発の新たなＩｏＴサービスが数多く生まれ、国民生活の利便向上や企業活動の効率 
 化・付加価値向上等につながるとともに、分野・地域をまたがるデータ利活用の仕組み（エコシステム）が整備されることな  
 どが期待される。 

IoT基盤 
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● 異業種のベンチャー・中小企業等がＩｏＴサービスの創出に向けた開発・実証に取り組むフィールドとな

る、ＩｏＴの実現に資する新たな電気通信技術の開発・実証のための施設（テストベッド）。 

サーバ、スイッチ、試験器等の検証
機器を保有 

○ ＩｏＴサービスの創出には、実際の
サービス提供に近い環境を模擬した施
設を活用した技術開発・実証が重要。 

○ ＩｏＴ時代には、電気通信事業者等の
いわゆる「ＩＣＴ企業」と、衣料品メーカー
や自動車メーカー等のいわゆる「ユー
ザ企業」の連携・協業が鍵となり、テスト
ベッドはその場として有効。 

〔例〕 
 一般社団法人沖縄オープンラボラトリが平成
25年からテストベッドを運営。 

  - 沖縄県内の３施設に合計約40台のサー
バを整備。 

  - 所属会員（43社・団体）がSDN（ソフトウェ
ア制御によるネットワーク）とクラウドの融
合に関する技術開発を実施。   

ＩｏＴテストベッド 

テストベッドの概要 IoT基盤 



（参考）ＩｏＴテストベッドの整備状況 62 

● ２０１６年11月、改正NICT法等に基づき、ＩｏＴテストベッド（ＩｏＴの実現に資する新たな電気通信技術の

開発・実証のための施設）の整備・供用を開始。 

５．NECネッツエスアイ（株）〔東京都〕 
MVNO（仮想移動体通信事業者）ネットワーク機

器のスライシング技術によりユーザやサービスご
とのセキュリティネットワークを形成する通信技術
の開発・実証を行うためのテストベッドを構築 

４．エムティーアイ（株）〔東京都〕 
自動車（バス・タクシー等）の安全運行管理、運
転手の日常及び運転中の健康管理等に係る新
たなサービスの創出に向けた技術の開発・実証
のためのテストベッドを構築 
 

２．富士通（株）〔群馬県館林市〕 
エッジコンピューティング制御技術を活用して
様々な事業者が開発するＩｏＴサービス・アプリ
ケーションの効率的・継続的な提供を実証する
ためのテストベッドを構築 

１．ヤンマー（株）〔滋賀県米原市〕 
農的空間（ビニールハウス等）における環境センシン
グ技術の開発・実証のためのテストベッドを構築 

３．さくらインターネット（株）〔長崎県佐世保市、
大阪府大阪市等〕 
ゲートウェイ機器、通信モジュール等、低電力での運用を可
能とする通信機器を貸与し、自動ゴミ回収技術等の多様なＩ
ｏＴ技術・サービスの開発・実証を行うためのＬＴＥ閉域網に
おけるＩｏＴテストベッドを構築 

IoT基盤 



（実装を目指すＩｏＴ基盤） 

● 公共的な防災拠点等において、インターネットに接続できるネットワーク環境を整備することにより、災害時に携帯電話等が輻 

   輳のため利用できない場合であっても、地域住民や観光客が災害関連情報の入手等が行える環境を実現。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 

● 公共的な防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ環境について、推計２９，０００箇所（箇所数は調査中※）の整備を目指す。 

 ※地方公共団体への調査を実施し、本年中に整備計画を策定。 

（実装主体） 

● 地方公共団体等 

（支援体制） 

● 都道府県や各地域が設置する協議会等を通じて、地方公共団体、事業者への整備推進に関する働きかけを強化。 

（２０２０年度までの工程・手段） 

● ２０１６年までに３か年の整備計画を策定し、２０１７年以降、当該計画に基づき、地方公共団体等への整備支援を加速化する。 

● また、整備状況の進捗を各年度で把握するとともに、説明会等による周知啓発を通じて整備の推進を図り、２０２０年までの目  

   標達成に向けて取り組む。 

IoT基盤 ＜ネットワーク① Ｗｉ－Ｆｉ＞ 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 
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整備箇所数 
推計29,000箇所 
（箇所数は調査中） 

公共的な防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ整備の推進 
[地方公共団体等への整備支援や、総務省が開催する説明会等を通じた周知啓発（予算要求中）] 

Ｗｉ－Ｆｉ整備計画の策定 Ｗｉ－Ｆｉ整備計画の更新 
[整備計画に基づく整備の実施について、その進捗状況を把握] 

● 災害時に、避難所等における地域住民や、自然公園等における滞留者・帰宅困難者・避難者等が、情報伝達手段とし 
 て、セキュアで利便性の高い超高速・大容量の無線通信を可能とするため、公共的な防災拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ環境の 
 整備を行う地方公共団体等への支援を実施。 

IoT基盤 



Ｗｉ－Ｆｉ整備の概要 

● 災害時に、避難所等における地域住民や、自然公園等における滞留者・帰宅困難者・避難者等が、情

報伝達手段として、セキュアで利便性の高い超高速・大容量の無線通信を可能とするため、公共的な防災

拠点等におけるＷｉ－Ｆｉ環境の整備を行う地方公共団体等への支援を実施。 

64 IoT基盤 



（参考）導入事例 Wi-Fi整備事業による活用（熊本市） 

○ 災害対策本部が設置される区役所や避難場所にWi-Fi環境を整備するとともに、これらを通じて 
  市民や観光客等に防災情報を配信する機能を有する情報通信環境を構築。 
○ Wi-Fiにアクセスした際に熊本市のホームページを表示し、生活情報、観光情報等を提供。災害時には、 
  熊本市のホームページを防災サイトに切り替えることにより、災害情報や被災者支援情報等を提供。 

【事業イメージ】 

・「くまもと無料Wi-Fi」のサービス提供スポットは、
県内で169施設431箇所。（平成28年3月時点） 

・熊本地震の発生を受け、接続開放を実施。 
通常時と異なりメールアドレスの登録不要。 

 ・ 日本語、英語、中国語＜繁体字・簡体字＞、韓国語の５言語に対応。 
 ・ 青少年フィルタリングを設定し、有害サイトへのアクセス制限を実施。 

平成28年３月の
実績 

平成28年４月の
実績 

１ヶ月の累計 7,321回 16,205回 

うち青年会館 340回 3,768回 

１日当たり平均 約236回 約540回  

うち青年会館 約11回 約126回 

◆熊本地震の発生を受け、利用が拡大。特に発災直後
の4月16日（土）の補助対象施設におけるWi-Fi利用数
は１日当たり約2,500回。 

※ 利用者がWi-Fiに接続した回数。同一人物であっても、接続が解除された際に
再度接続すれば改めて換算される。 

【補助対象施設（８箇所）における利用数】 

利用数※ 
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（実装を目指すＩｏＴ基盤） 
● 超高速を実現するだけでなく、多数同時接続や超低遅延といった従来にない特徴を有するＩｏＴ時代の基盤インフラとして期待される移動通  
  信システム。 

（２０２０年度までに達成すべき指標） 
● 世界に先駆け５Ｇ実現 

（実装主体） 
● 電気通信事業者等 

（支援体制） 
● 総務省が、研究開発の推進、特定実験試験局用周波数の追加、国際標準化の推進、総合実証試験実施に向けた検討を実施。 
  また、技術的条件について情報通信審議会での検討を開始。 
● 産学官の連携団体である第５世代モバイル推進フォーラム（５ＧＭＦ）が、国際標準化、研究開発、サービスモデルを方向付け。 
● ベンダ等が、研究開発の推進、５Ｇサービスモデルの開発を実施。 

（２０２０年度までの工程・手段） 
● ２０２０年の５Ｇ実現に向けて、産学官の連携により、超高速化、多数同時接続及び低遅延化等に関する研究開発を推進。 
● ２０１７年度から５Ｇの各種技術を統合した産学官連携による総合実証試験を実施し、２０２０年の５Ｇ実現に向けた取組を加速。 
● 情報通信審議会へ諮問し、５Ｇ用周波数確保に向けた基本戦略を策定。 
● 国際的な周波数の検討及び国際標準化を推進し、ＩＴＵの場等における国際連携を強化。 

２０１６年度 ２０１７年度 ２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度 
（達成すべき指標） 

世界に先駆け 
５Ｇ実現 

５Ｇ研究開発 

５Ｇ標準化活動 

5GMFの活動支援 

５Ｇシステム 
総合実証試験 

・関係制度整備 
 

・５Ｇ用周波数の 
国際分配 

 

・サービス・ 
アプリ開発 

WRC-19 

５Ｇ 
実現 

● IoT時代の基盤インフラとして期待される第５世代移動通信システム（５Ｇ）の実現に向けて、研究開発、総合実証試験、   

 国際連携等を推進するとともに、情報通信審議会において、５Ｇ用周波数確保に向けた基本戦略を検討。 

IoT基盤 
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● 超高速を実現するだけでなく、多数同時接続や超低遅延といった従来にない特徴を有するＩｏＴ時代の

基盤インフラとして期待される移動通信システム。 

例：4K/8Kなど高精細映
像も超高速に伝送 

５Gの 
主な要求条件 

膨大な数の 
センサー・端末 

超低遅延 
⇒1ミリ秒程度 

超高速 
⇒最大10Gbps 

多数同時接続 
⇒100万台/km²接続数 

例：自動運転、遠隔ロボット操作 
（リアルタイム操作、ミッションクリ
ティカルなＩｏＴ） 

例：狭いエリアでの同時多数接
続、スマートメーター、インフラ
維持管理（多数接続、低消費
電力なＩｏＴ） 

自動運転 

出典：日経コミュニケーションズ 2015/4月号 

5Gの特徴 

IoT基盤 
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（百万） 

2016年3月末現在 契約数（人口普及率） 
・携帯電話及びBWA合計(グループ内取引調整後)： 約16,276万（127.1%） 
・携帯電話及びBWA合計(単純合算)： 約19,569万（152.8%) 
（内訳） 

・携帯電話:        約15,648万（122.2%） 
・第3世代携帯電話(3G):  約 6,909万 （53.9%） 
・3.9世代携帯電話(LTE):  約 8,739万 （68.2%） 
・BWA:          約 3,521万 （27.5%） 
※日本人住民の人口総数 約12,807万人 
（住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成27年1月1日現在）による） 

2012年7月 
2Gサービス終了 

2001年 
3Gサービス開始 

2009年7月 
BWAサービス開始 

2010年12月 
LTEサービス開始 

※ 総務省報道発表資料「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表」等を基に作成 

IoT基盤 
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